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要約 

Ⅰ.調査要約 

1. 案件名 
モンゴル国光硬化工法による非開削下水道管路更生と下水熱有

効活用事業化にかかる案件化調査 

2. 対象国・地域 モンゴル国ウランバートル市 

3. 案件概要 

ウランバートル市上下水道公社が抱える下水道管路の老朽化課

題を解決するため東亜グラウト工業の光硬化管路更生工法（状況

に応じて熱利用を行うことでヒートライナー工法と呼ぶ）を活用し、

ビジネス展開を目指すための案件化調査である。当該工法は、従

来工法と比べ、低価格、短工期で、交通規制も少ない。下水熱供

給事業での収入も期待できるため持続可能な事業となり得る。 

4. 提案製品・技術の

概要 

本技術は、マンホールから既設管内に更生材を引き込み、空気圧

によって拡径し既設管内面に密着させ、光を照射して硬化させ管

路を更生する。開削工法に比べ、低価格、短工期であるうえ、熱

工法に比べ CO2 排出量が少ない。下水熱を取り出すこともでき、

給湯、冷暖房等に利用できる。 
5. 対象国で想定す

るビジネスモデ

ル 

当面は、現地企業と代理店契約を結び、現地の技術者へ技術移

転を行い、現地技術者自身で当該管路更生工事を実施できるよう

にする。将来は、モンゴル国の成功事例をもとに拡大を検討する。 

6. ビジネス展開に

よる対象国・地域

への貢献 

・貢献を目指す SDGs のターゲット：⑥水・衛生、⑦エネルギー、⑨

インフラ・産業、⑪都市 
本技術を利用すれば、従来の開削工事よりも低価格、短期間、低

炭素化の下水道管路更生工事を行うことができ、非開削工事のた

め道路規制を最小限にできることから、ウランバートル市上下水

道公社にとって大変有益である。また、ビジネス展開が順調に進

めば、現地の雇用促進と技術力向上に貢献できる。更に再生可

能エネルギーである下水熱を活用することにより、未利用エネル

ギーの有効活用を図り、石炭火力発電を減らすことにより、大気

中への CO2 排出削減にも貢献できる。 

7. 本調査の概要  

1. 目的 

ウランバートル市の老朽化した下水道管路更生に東亜グラウト工

業の光硬化管路更生工法（状況に応じて熱利用を行うことでヒート

ライナー工法と呼ぶ）が活用可能かを調査・検討し、今後のビジネ

ス展開を探る。 

2. 調査内容 

上下水道公社の下水道管路の維持管理状況調査、関連する市場

調査、下水熱利用可能性調査、実証サイト選定、現地協力業者選

別、提案製品の特長・有効性の周知のためのセミナー開催等 
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3. 本事業実施

体制 

提案企業：東亜グラウト工業株式会社 
外部人材：株式会社パスコ、株式会社アルメック VPI、モンゴル国立

大学、Prof. Adiyabat Amarbayar（個人コンサルタント） 

4. 履行期間 2022 年 8 月～2023 年 12 月（1 年 4 ヶ月） 

5. 契約金額 29,998 千円（税込） 

 

Ⅱ.提案法人情報 

2.1. 提案法人名 東亜グラウト工業株式会社 

2.2. 代 表 法 人 の

業種 
[⑤その他]（ 建設業        ） 

2.3. 代 表 法 人 の

代表者名 
山口 乃理夫 

2.4. 代 表 法 人 の

本店所在地 
〒160-0004 東京都新宿区四谷 2 丁目 10 番地 3 TMS ビル 

2.5. 代 表 法 人 の

設 立 年 月 日

（西暦） 
1958 年 6 月 19 日 

2.6. 代 表 法 人 の

資本金 
10,000 万円 

2.7. 代 表 法 人 の

従業員数 
148 名（2021 年 4 月現在） 

2.8. 代 表 法 人 の

直 近 の 年 商

（売上高） 
102 億円（2021 年 4 月～2022 年 3 月期） 
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案件概要図 
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はじめに 
調査名 
モンゴル国光硬化工法による非開削下水道管路更生と下水熱有効活用事業化にかかる案

件化調査 
 
調査の背景 
モンゴル国ウランバートル市では、近年の急速な人口増加（都市計画の 3 倍超）による

下水処理能力の増強が求められているのに加え、旧社会主義時代に整備された下水道管路

が老朽化しており、その更新時期を迎えている。 
更に、近年の急激な交通量増大のため、下水道管路更生工事においては交通規制を最小

限に抑える必要がある。また融雪や暖房のための下水熱利用もなされていない状況であ

る。このような状況に対応するため、光硬化工法による非開削下水道管路更生工事と同時

に下水熱利用事業化の可能性について調査を行う。 
 
調査の目的 
本案件化調査では、下水道管路更生事業の市場調査として、病院、学校、住宅、民間工

場等を対象に下水熱利用における顧客（熱需要家）のポテンシャルを調査する。本調査

は、下水熱利用と下水道管路更生を同時に実現する事業の事業化のための市場を把握する

ことを目的とするとともに、あわせて GCF 事業化の可能性を検討するための情報として活

用する。 
 

調査対象国・地域 
モンゴル国ウランバートル市 

 

契約期間、調査工程 
契約期間：2022 年 8 月～2023 年 12 月（1 年 4 ヶ月） 

 
 
調査工程： 

調査工程 

業務 
実施 
計画 

 
調査 
番号 

調査内容 

国内業務 
（第 1回現地調査前） 

1-1 

・ウランバートル市下水道管理者である上下水道公社（USUG）の下水道維
持管理状況や計画、開発課題の実態（下水道管路の老朽化状況、下水道管理
に係る対応方針、GIS活用状況等）の把握 
・下水道管路老朽化に対する対応が進んでいない要因分析 

1-2 
・USUG の当該課題に対する取り組み状況、開発計画、政策、法令 
・USUG の予算状況及び下水道維持管理に係る技術力、現地土木・建設業者
等の技術力、提供可能な対策等 

1-3 
・下水道管路の老朽化に係る開発課題に関する我が国のモンゴル国への開発
協力方針の把握 

1-4 
・下水道管路の老朽化に係る開発課題に関する ODA事業及び他ドナーの先
行事例の把握 
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3-3 ・環境社会配慮等の再確認及び対応検討 

4-2 

・USUG を顧客とした下水道管路更生事業及び下水道維持管理事業における
市場分析 
・病院、学校、住宅、民間企業等の熱需要家を顧客とした下水熱利用に係る
市場分析 

4-3 

・ビジネス展開のバリューチェーン（調達、組立、施工、販売）に係る現地
パートナー企業候補の調査、選定 
・現地関連組織の役割分担と熱利用事業に係る出資者、ターゲット顧客の調
査/検討 

4-2 ・管路更生及び下水熱利用の技術紹介セミナーの開催 

第 1回現地調査 

1-1 

・ウランバートル市下水道管理者である上下水道公社（USUG）の下水道維
持管理状況や計画、開発課題の実態（下水道管路の老朽化状況、下水道管理
に係る対応方針、GIS活用状況等）の把握 
・下水道管路老朽化に対する対応が進んでいない要因分析 

1-2 
・USUG の当該課題に対する取り組み状況、開発計画、政策、法令 
・USUG の予算状況及び下水道維持管理に係る技術力、現地土木・建設業者
等の技術力、提供可能な対策等 

1-3 
・下水道管路の老朽化に係る開発課題に関する我が国のモンゴル国への開発
協力方針の把握 

1-4 
・下水道管路の老朽化に係る開発課題に関する ODA事業及び他ドナーの先
行事例の把握 

2-3 
・データ分析のための資料収集整理 
・下水熱利用のための現地法規制、許認可の確認と管路更生工事で発生する
廃材処分の現地法規制、手続きの確認 

3-3 ・環境社会配慮等の再確認及び対応検討 

4-2 

・USUG を顧客とした下水道管路更生事業及び下水道維持管理事業における
市場分析 
・病院、学校、住宅、民間企業等の熱需要家を顧客とした下水熱利用に係る
市場分析 

4-3 

・ビジネス展開のバリューチェーン（調達、組立、施工、販売）に係る現地
パートナー企業候補の調査、選定 
・現地関連組織の役割分担と熱利用事業に係る出資者、ターゲット顧客の調
査/検討 

4-2 ・管路更生及び下水熱利用の技術紹介セミナーの開催 

国内業務 
（第 1回現地調査後） 

2-3 
・現地の老朽化管路のリスクの把握、下水熱利用可能性を考慮した優先対策
箇所の分析 

2-3 ・本邦受入活動 
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国内業務 
（第 2回現地調査前/後） 

2-4 
・USUG の下水道管路更生方法及びその課題の把握 
・石炭火力発電に起因する大気汚染、CO2排出等の開発課題の実態及びモン
ゴル国のエネルギー政策の課題の把握 

3-1 

・JICA「普及・実証・ビジネス化事業」での新規 ODA事業の提案を念頭に
した、事業内容、実証サイト、カウンターパート、他 ODA事業との連携可
能性等の調査・検討 
・JCM/GCF の活用を想定した関係機関との協議、熱利用の現状及び市場に
関する調査 

3-2 

・提案技術の実証サイトに関する課題/リスクの把握とその対応策の検討 
・USUG の人員体制、予算措置、メンテナンス体制等にかかる課題/リスク
の把握と ODA事業への影響度と対応策の検討 
・ODA事業実施におけるその他の課題/リスクの検討、その他の課題/リス
クが存在した場合の対応策の検討 

4-4 
・輸出、投資（独資・合弁）等、どのような形態でモンゴル国でのビジネス
展開を進めるかの調査/検討 

4-5 
・現地での市場分析、進出形態、パートナー企業等の調査結果を踏まえた収
支計画の立案 

4-6 

・後発企業参入への対応、現地有料サプライヤーとの力関係、市場ニーズの
変化、法務・税務・労務等、ビジネス面で想定される課題/リスクの調査及
び対応策の検討 
・カントリーリスク、金利・為替・物価変動、政治・経済面で想定される課
題/リスクの調査及び対応策の検討 
・その他の課題/リスクの調査及び対応策の検討 

4-7 

・現状の下水道管路更生工法における価格、工期、交通規制状況の調査及び
提案工法との比較 
・石炭火力発電による暖房、給湯に係る CO2排出量の調査及び下水熱利用
により削減される CO2排出量との比較 

第 2回現地調査 

2-4 
・USUG の下水道管路更生方法及びその課題の把握 
・石炭火力発電に起因する大気汚染、CO2排出等の開発課題の実態及びモン
ゴル国のエネルギー政策の課題の把握 

3-1 

・JICA「普及・実証・ビジネス化事業」での新規 ODA事業の提案を念頭に
した、事業内容、実証サイト、カウンターパート、他 ODA事業との連携可
能性等の調査・検討 
・JCM/GCF の活用を想定した関係機関との協議、熱利用の現状及び市場に
関する調査 

3-2 

・提案技術の実証サイトに関する課題/リスクの把握とその対応策の検討 
・USUG の人員体制、予算措置、メンテナンス体制等にかかる課題/リスク
の把握と ODA事業への影響度と対応策の検討 
・ODA事業実施におけるその他の課題/リスクの検討、その他の課題/リス
クが存在した場合の対応策の検討 

4-4 ・現地代理店、共同出資者等のパートナー候補の選定のための調査/検討 

4-5 
・現地での市場分析、進出形態、パートナー企業等の調査結果を踏まえた収
支計画の立案 

4-6 
・ビジネス展開に制限または影響を与える可能性のある法令、必要な許認可
の調査及び対応策の検討 
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・後発企業参入への対応、現地有料サプライヤーとの力関係、市場ニーズの
変化、法務・税務・労務 

4-7 

・現状の下水道管路更生工法における価格、工期、交通規制状況の調査及び
提案工法との比較 
・石炭火力発電による暖房、給湯に係る CO2排出量の調査及び下水熱利用
により削減される CO2排出量との比較 

国内業務 
（中間報告書） 

― ・進捗報告書作成 

国内業務 
（第 3回現地調査前） 

3-4 
・提案製品及び技術の普及による現地技術者の技能向上及び雇用創出の可能
性の調査及び検討 

4-1 

・市場分析、バリューチェーン、進出形態とパートナー候補、収支計画、想
定される課題/リスクと対応策、ビジネス展開を通じて期待される開発効
果、日本国内地元経済・地域活性化への貢献についての調査/検討の成果の
整理及び要旨作成 

4-8 

・当該ビジネスを実施することで、国内地元関連企業における受注増、海外
ビジネス展開促進等への期待される効果の調査 
・当該ビジネス展開を通じて、地元大学/研究機関、地元自治体、経済団体
等への期待される効果の調査 

第 3回現地調査 

3-2 

・提案技術の実証サイトに関する課題/リスクの把握とその対応策の検討 
・USUG の人員体制、予算措置、メンテナンス体制等にかかる課題/リスク
の把握と ODA事業への影響度と対応策の検討 
・ODA事業実施におけるその他の課題/リスクの検討、その他の課題/リス
クが存在した場合の対応策の検討 

3-3 ・環境社会配慮等の再確認及び対応検討 

3-4 
・提案製品及び技術の普及による現地技術者の技能向上及び雇用創出の可能
性の調査及び検討 

4-1 

・市場分析、バリューチェーン、進出形態とパートナー候補、収支計画、想
定される課題/リスクと対応策、ビジネス展開を通じて期待される開発効
果、日本国内地元経済・地域活性化への貢献についての調査/検討の成果の
整理及び要旨作成 

4-8 
・当該ビジネスを実施することで、国内地元関連企業における受注増、海外
ビジネス展開促進等への期待される効果の調査 

国内業務 
（第 4回現地調査前） 

1-1,1-2 
1-3,1-4 

・対象国・地域の開発課題に関する調査報告 

3-1,3-2 
3-3,3-4 

・ODA事業計画/連携可能性に関する調査報告 

4-1,4-2 
4-3,4-4 
4-5,4-6 
4-7,4-8 

・ビジネス展開計画に関する調査報告 

4-2 ・本案件化調査結果の報告セミナー開催 
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第 4回現地調査 

1-1, 1-2 
1-3, 1-4 

・対象国・地域の開発課題に関する調査結果報告を踏まえた意見交換 

3-1, 3-2 
3-3, 3-4 

・ODA事業計画/連携可能性に関する調査報告を踏まえた意見交換 

4-1,4-2 
4-3,4-4 
4-5,4-6 
4-7,4-8 

・ビジネス展開計画に関する調査報告を踏まえた意見交換 

4-2 ・本案件化調査結果の報告セミナー開催 

国内業務 
（第 4回現地調査後） 

― ・業務完了報告書作成 

 
調査団員構成： 
従事者名 所属先 担当業務 

田熊 章 東亜グラウド工業 業務主任者、ビジネス展開計画の策定 

松本 宇尋 東亜グラウド工業 下水熱利用可能性調査、実証サイト候補抽出 

西尾 元樹 東亜グラウド工業 市場調査、セミナー・広報 

飯塚 朋佳 東亜グラウド工業 下水道管路維持管理状況調査・検討、セミナー・広報 

伊藤 淳一 パスコ 外部人材業務総括者/下水熱ビジネス化調査・分析 

泉保 明伸 パスコ ODA 案件化調査 / 下水熱需要調査 

田丸 和章 パスコ 現地適合性調査 

田中 幹人 パスコ 下水熱ポテンシャル調査 

BAYARTSETSEG 

BANZRAGCH 
アルメック VPI 市場調査 1 / 現地情報 

ADIYABAT 

AMARBAYAR 
モンゴル国立大学 市場調査 2 / 再エネルギー情報 
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第１ 対象国・地域の開発課題 
１ 対象国・地域の開発課題 
モンゴル国ウランバートル市では、人口が当初計画の 3 倍以上に膨れ上がり、近年の急

激な人口増に伴い汚水排出量も増加し、現在 15 万 m3/日の処理能力に対して 17～21 万

m3/日の流入となり、汚水処理機能を圧迫して汚水が溢水する可能性があることから処理

能力の増強が求められている。これに対し、ウランバートル市では 20 年先を見据えた下水

道計画を策定し、2040 年度までに処理能力 25 万 m3/日の施設を増設し、合計 40 万 m3/日
まで引き上げる計画がある。 
一方、管路施設について見ると、ウランバートル市が建設した主要管路をウランバート

ル市上下水道公社（以下、「USUG」という）が管理しており、その延長は約 273km であ

るが、セラミック管が破損して汚水が流出する、プラスチック管がたるんで勾配が緩くな

り汚水が滞水するなどの問題が発生している。布設後 50 年を経過した下水道管路が多数存

在する中で、現時点で有効な老朽化対策は行われておらず、壊れたら直すといった事後保

全対応に終始している。 
破損した管路の修繕方法は、道路を掘削する開削工法であり、急増するウランバートル

市の交通量を鑑みると、現実的な工法とは言えない。これより、老朽化した管路の更新が

喫緊の課題であり、対策が進んでいない現状を改善していく必要がある。 
更に、急激な人口増に伴う問題として、ウランバートル市では電力不足も大きな問題と

なっている。石炭発電が主力であるが、モンゴルは CO2 削減 23％を目標としていること

から、エネルギーの安定供給と CO2 削減目標に向けた再生エネルギー利用の促進が課題で

ある。 
以下はウランバートル市の行政組織図である。黄色でハイライトした機関は上下水道の

建設・管理に関係する機関を示す。上下水道を直接管理しているのは USUG と住宅・公共

サービス公社（以下、「OSNAAUG」という）で、USUG は幹線管渠を OSAAUG は建物

敷地内に布設された幹線管渠に接続する管渠を管理している。 
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図 1 ウランバートル市の組織 
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２ 当該開発課題に関連する開発計画、政策、法令等 
USUG が管理する下水道管路の現状や年間予算、関連する計画や政策、法令等につい

て、本案件化調査でのヒアリング等を通して調査した。 
ウランバートル市の下水道管路は、総延長が約 1000km で、そのうち主要ルートの

273km（2022/9/15 現在）を USUG が管理している。管径は 150～1,400mm で、管径 500mm
の管路が 58km と最も多く、次いで管径 300mm の管路が 37km、管径 800mm の管路が

28km、管径 400mm の管路が 28km の順で、管径 800mm 以下の管路が全体の 85％を占め

る。以下に管径別布設年度別管路延長を示す。 

 

表 1 管径別布設年度別管路延長一覧表 

 
出典：USUG 資料を翻訳 

0.001995

1996 0.00

210.00 860.001997 650.00

1998 0.00

0.001999

2000 0.00

0.002001

2002 0.00

4,279.002003 429.00 750.00

2004 400.00 650.00 950.00 381.00 2,381.00

3,100.00

205.002005 165.00 40.00

2006 1,472.00 1,472.00

2,236.002007 1,900.00 336.00

2008 150.00 1,200.00 1,400.00 1,400.00 7,390.003,240.00

0.002009

2010 1,230.00 1,000.00 4,592.181,000.00 1,362.18

3,734.002011 589.00 1,490.00

2012 330.00 700.00 593.00 3,223.001,600.00

1,736.00

1,655.00

1,736.002013

2014 1,875.60 2,897.00 16,067.603,615.00 2,080.00 1,800.00 3,800.00

29,027.00 3,122.00 6,998.00 51,390.002015 1,042.00 5,062.00 5,595.00 544.00

2016 460.00 737.00 183.00 9,956.00 3,456.00 1,687.00 21,333.00500.00 3,909.00 445.00

571.802017 126.80 275.00

2018 2,183.00 3,283.001,100.00

84.00

170.00

950.602019 171.60 50.00 645.00

2020 15.00 2,711.002,696.00

412.00 412.002021

2022 0.00

a1400

2022/9/15 現在

設置年

管路延長（m）

合計
（m）a150 a300 a350 a400 a450 a500 a600 a800 a900 a1000

0.00

a1200

0.00

a200 a250

不明

1960

0.00

1962 0.00

1961

41,537.001963 705.00 4,953.00 2,946.00 2,301.00 1,582.00 3,996.00

1964 706.00

12,600.00

706.00

4,430.00 2,753.00 5,271.00

2,200.001965 790.00 1,410.00

1966 2,033.00 1,563.00 49.00 402.00 8,290.00

合計（m） 11,695.00 24,225.40 16,912.60 37,465.00 5,676.00 28,342.00 1,000.00 57,655.36 21,673.00 28,411.14 2,674.00 11,501.00 273,110.3915,700.00 10,179.89

514.00 3,729.00

0.001967

1968 0.00

3,993.001969 643.00 2,395.00

1970 0.00

955.00

0.001971

1972 0.00

554.001973 554.00

1974 0.00

2,676.001975 807.00 138.00 80.00 150.00 400.00

1976 1,378.141,378.14

1,101.00

0.001977

1978 0.00

0.001979

1980 1,073.00 1,073.00

3,014.001981 300.00 2,714.00

1982 1,311.00 834.00 3,166.00654.00 367.00

1,587.001983 321.00 483.00 473.00 310.00

1984 427.00 427.00

1,579.00 1,156.00 62.00 1,378.00 18,470.001985 1,677.00 1,661.00 1,752.00 3,770.00 400.00 5,035.00

1986 150.00 6,500.00 22,850.004,200.00 12,000.00

500.00 90.00 6,323.00 14,057.891987 1,417.00 130.00 238.00

1988 120.00 272.00 371.00 3,437.00

4,820.00

5,359.89

2,674.00

0.001991

7,320.001989 300.00 2,200.00

1990 2,900.00 200.00 3,914.00 7,547.18533.18

1994 0.00

1992 0.00

0.001993
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布設年度を見ると、最も古い管路は 1963 年に整備された 42km（15％）で、既に 60 年

近く経過している。整備後 30 年以上経過した管路の割合を見ると、144km（53％）と全体

の大半を占めるため、早急な老朽化対策が課題であるが、日本のように標準耐用年数の考

え方はなく、壊れるまで使用し、壊れたところから修繕するといった事後保全の考え方で

施設管理を行っている。 
 

 
図 2 布設年度別管路延長 

 
以下に USUG が管理する管路施設の布設年代別位置図を示す。これより、中心市街地及

び処理場に至る排水系統の管路施設の老朽化が進んでいる。 
 

 
出典：USUG 

図 3 下水道幹線の布設年代別位置図



23 

日本では、管路施設の状態（健全度）が悪くなるにつれて、不具合の起こりやすさは高

くなるものと想定し、全管路に対する健全な管路の割合（健全率）と経過年数の関係を示

した「健全率予測式」を推計して、管路施設全体の（マクロ的な）劣化状態の進行状況の

把握を行っている。この健全率予測式により、ある経過年数後に、管路施設の何割が改築

を必要とするかについて把握することができる。 
国総研（国土技術政策総合研究所）がとりまとめた健全率予測式（ワイブル分布近似

式）を用い、ウランバートル市の管路の健全率予測を行った結果を図 4 に示す。 
これより、2023 年度現在でウランバートル市の管路の約 25%が 5 年未満の内に措置が必

要な状態にあり、そのうちの約 6%が速やかな措置が必要な状態にあることが予測でき

る。 
 

 
緊急度Ⅰ：速やかに措置が必要である、緊急度Ⅱ：簡易な対応により必要な措置を 5年未満まで延長できる 

緊急度Ⅲ：簡易な対応により必要な措置を 5年以上に延長できる、劣化なし：特別な措置を講じる必要がない 

 

図 4 USUG が管理する管路施設の健全率の推移 
 
管路に係る事業計画は、新設についてはウランバートル市が立案し、維持管理（清掃・

調査・修繕）については USUG が立案する区分けになっている。提案製品は老朽化した管

路を更生する技術で日本では改築に区分されるが、モンゴルではまだ下水道管路の改築工

事は実施されていない。 
管路の老朽化対策として、日本では管路の重要度や老朽度を評価して優先順位を決定

し、計画的に改築工事を実施しているが、現在のウランバートル市の施策としては、老朽

化した管路の対策よりもゲル地区のアパート建設に伴う管路の新設を第一優先に考えてお

り、予算の関係上、老朽化対策は後回しになっている。 
予算配分の権限はウランバートル市にあり、新設工事に対する予算が多く、USUG に配

分される維持管理の予算は少なく、改築工事に対する予算はゼロである。維持管理の予算

は、管渠の補修費用が年間 約 2～3 億 MNT、マンホールの補修とマンホール蓋の交換費用

が約 1 億 MNT、ソフトやハードの費用が約 7,000～8,000 万 MNT である。ウランバートル

市が計画して完成した管路は USUG に移管され、維持管理の対象となる管路は増加してい

くことになるが、USUG に予算を決定する権限はないため、維持管理の予算を如何に増や
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していくかを検討する必要がある。ウランバートル市の予算は毎年 12 月 15 日に決定され

る（国は 11 月 15 日）。 
USUG が行っている維持管理は、下記に事例を示すように対象場所ごとにスケジュール

を立て、清掃は、運転手 2 名、作業員 3 名、管理者 1 名の計 6 人のチームで行い、春秋 2
回、各 90 日ずつ実施している。高圧洗浄車は、10 トン車が 2 台あるが、1 台は壊れかけて

いるため、機材の拡充が必要と考えられる。 
 

表 2 管路調査スケジュール表（ソンギノハイルハン区・バヤンゴル区） 

 
出典：USUG 資料を翻訳 
 
調査は、日常点検として蓋の状態の確認や蓋を開けて目視でマンホール内の詰まり等の

確認を行い、地下水が多い箇所や汚水が溜まる箇所は、管内テレビカメラ調査を実施して

いる。地下水が多い箇所では継手部から汚水が浸みだしていることから、管内テレビカメ
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ラ調査結果を踏まえて翌年度の修繕計画を策定し、ウランバートル市に対して予算要望を

行っている。 
修繕は、開削工法による部分的な取り替えが基本で、年間 200～400m の工事を実施して

いる。工事は交通への影響を考慮して夜間に行われている。維持管理の体制は、エンジニ

アが 2 人、技術者が 3 人、修理工事者が 35 人であるが、人員的には不足していることか

ら、工事を民間の建設業者に依頼することもある。民間企業が工事を行った場合は、

USUG が国の基準に適合しているかどうかの確認作業（受入検査）を行っている。 
下水道管路の情報管理については、ウランバートル市は ESRI 社の ArcGIS を用いてデー

タ管理を行い、管路以外の地下埋設物についても GIS データで管理している。一方、

USUG は Bentley 社の CAD システム（SwearGEMS）を導入して情報管理を行っており、ウ

ランバートル市と USUG でデータの共有は行われていない。 
ウランバートル市の下水道管路は、凍結防止のため 3m 以上の深さに埋設されている。

砂・礫の場合、掘削深 3.0ｍ以上では 1：1 の勾配で掘削を行う必要があることから、掘削

幅も広くなり大掛かりな開削工事になる。中心市街地は、道路に対して車両数、交通量が

多いことから、開削工事が交通に与える影響は大きく、かなりの渋滞を引き起こすことに

なる。非開削工事の導入が必要であるものと考えられる。 
 
 以下はウランバートル市の上下水道及び暖房に関係する公共料金の一覧となっている。

これら料金設定は非開削工事の一般工事費の推定や下水採熱による暖房市場の採算性検討

のための基礎資料となる。 
 

表 3 上下水道料金表 

 
出典：エネルギー規制委員会資料を翻訳 
 

番号 単位 単価税抜き

メーター付き MNT/L 1.07            

メーターなし MNT/L 1.56            

メーター付き MNT/L 0.87            

メーターなし MNT/L 1.14            

番号 単位 単価税抜き

下記以外の機関 MNT/L 2.07            

公共機関 MNT/L 3.11            

スピリット、アルコール、ビール、飲料、水の工場、洗車 MNT/L 2.76            

カシミア、ウール、皮革、腸加工工場 MNT/L 2.10            

下記以外の機関 MNT/L 1.80            

公共機関 MNT/L 2.34            

スピリット、アルコール、ビール、飲料、水の工場、洗車 MNT/L 2.33            

カシミア、ウール、皮革、腸加工工場 MNT/L 3.07            

番号 単位 単価税抜き

中央システムの配水池 MNT/L 1.82            

運搬水配水所 MNT/L 1.82            

サマーハウス、遠距離給水点 MNT/L 4.09            

配水積み込み所 MNT/L 2.45            

浄化槽有の家庭 MNT/L 0.70            

浄化槽有の工場・企業 MNT/L 1.28            

※配水積み込み所、汚水桝有の家庭、汚水桝有の工場・企業は運搬料金が含まれていない。

上水

2 下水

上水

2 下水

1 上水

サービスの種類

2．工場、企業

サービスの種類

1

2 下水

3.　運搬給水、下水運搬サービス料金

1．家庭

サービスの種類

1
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表 4 上下水道サービス料金表 

 
出典：エネルギー規制委員会資料を翻訳 
 

表 5 上下水道サービス料金表（外部者の過失による損傷の修理） 

 
出典：エネルギー規制委員会資料を翻訳  

番号 単価税抜き

5㎞以下/1時間 12,500         

5㎞以上/2時間 22,000         

直径15-80/1時間 66,000         

直径80以上 112,000        

5㎞以下/1時間 6,500           

5㎞以上/2時間 11,000         

4
水道代確認・メーター検証などのための水道の停止、開
始

1回 8,500           

直径15-25㎜/2時間 11,000         

直径32㎜/3時間 35,000         

直径40㎜以上 40,000         

5㎞以下/1時間 10,500         

5㎞以上/2時間 16,500         

14 下水検査結果原因の管路停止、開始 1回 15,000         

15 消費者の希望による下水サンプル採取 1回 25,000         

サービスの種類

1 消費者コールによる点検、原因解明

10 上下水道新設時の管路点検

2 支線の停止、開始

3
水料金・メーターの検証、上下水道の利用、水利用、その
他問題に関する通知の届け

5 接続機器の設置

番号 単価税抜き

1 250,000        

2 1時間 150,000        

3 1時間 65,000         

4 0.07ha毎 62,000         

掘削機のショベル容量0.6㎥以下 掘削機1時間 180,000        

掘削機のショベル容量0.3㎥以下 掘削機1時間 100,000        

7 1㎝ 2,000           

27 1㎡ 65,000         

28 160,000        

29 190,000        

30 1回 100,000        

31 1回 200,000        

32 1回 300,000        

33 1回 50,000         

34 1回 65,000         

35 1回 80,000         

36 1回 200,000        

37 ㎡ 5,000           

38 クランプ設置、手作業 ゴム、ボルト、アダプタ、管 1回 250,000        

直径100-150㎜ 150,000        

直径200-300㎜ 300,000        

直径400㎜ 400,000        

直径500㎜ 500,000        

40 鋳鉄パイプの鉛工作業 鉛、アスベスト 1回 400,000        

41 修理専用車 1回 180,000        

42 ダンプカー 1回 150,000        

43 クレーン車 1回 250,000        

44 道路のハンマ 1㎡ 60,000         

45 小型トラック 1回 80,000         

支線の停止、開始　直径32-80㎜

39
鋳鉄パイプの強化材料の
ねじ込みによる更新工事

工事に必要な材料
費は市場価格で計

算し追加

作業名

損傷の確証

幹線の停止、開始

接続に必要な材料
費は市場価格で計

算し追加

5 土の掘削

下水道のつまり解消　直径150-200㎜

下水道のつまり解消　直径250-350㎜

周辺の殺菌消毒

配管または通信ケーブルの線形の装置による確定

浄化槽の清掃、手作業

下水道の線形の現場での確証

油、土など汚れの強い井戸の清掃/手作業/

支線の幹線への接続

溶接士

道路のカッティング

KO-502車で下水道の詰まり解消、浄化槽の清掃/井戸間の距
離30m以内

KO-502車で下水道の詰まり解消、浄化槽の清掃/井戸間の距
離30m以上

下水道のつまり解消　直径350-500㎜
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表 6 暖房料金表（ウランバートル市の消費者用単価） 

 
出典：エネルギー規制委員会資料を翻訳 
 
  

番号 単位 単価税抜き

暖房 MNT/㎥ 472.00         

暖房・水道のお湯を温めるための熱 MNT/GJ 7,277.00       

2 MNT/GJ 3,703.00       

MNT/人 5,955.00       

MNT/㎥ 2,060.00       

4 MNT/GJ 3,703.00       

番号 単位 単価税抜き

MNT/㎡ 506.00         

MNT/GJ 3,421.00       

MNT/人 1,870.00       

MNT/人 2,806.00       

水の消費による MNT/㎥ 1,632.00       

メーターによる MNT/GJ 3,421.00       

3

3.1 MNT/月 3,300.00       

3.2 MNT/月 5,500.00       

3.3 MNT/月 11,000.00     

番号 単位 単価税抜き

1 MNT/GJ 5,397.00       

人数単位：　ヒーティングシーズン
人数単位：ノンヒーティングシーズン

1．工場、企業

消費者カテゴリ

1 工場、企業

空調

3 オフィス用水道お湯を温めた熱

住宅のヒーティング（学生寮、地下室、トイレ含む）

家庭用暖房料金

40㎡以下の面積の住宅

41㎡～80㎡面積の住宅

81㎡以上の面積の住宅

3．ＵＢ市の企業、工場用の蒸気暖房

消費者カテゴリ

機械用お湯（建設・設備の仕様に基づいて）

2．家庭

消費者カテゴリ

1 住宅の暖房（学生寮、地下室、トイレ含む）

2 家庭用お湯を温めた熱
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３ 当該開発課題に関連する我が国の国別開発協力方針 
 ウランバートル市の下水道管路老朽化の開発課題に関連する我が国の国別開発協力方針

及び事業展開計画を以下に示す。 

国別開発協力方針： 
重点分野（中目標）（２）環境と調和した均衡ある経済成長の実現 

産業の多角化が停滞する一方、所得レベルや地域による格差が顕在化していることか

ら、モンゴル国側の自主的なイニシアティブを前提としつつ、持続可能な鉱物資源開発

の実現に向けた人材育成、農牧業分野等における産業多角化の推進及び産業発展を担う

人材の育成、地域開発戦略の強化、環境に優しく、かつ防災面に配慮した安全な都市の

開発、成長を支える質の高いインフラの整備を通じた連結性の強化等を支援する。 
事業展開計画： 
【重点分野】 開発課題：成長を支える質の高いインフラの整備 
       開発課題：環境に優しい安全な都市の開発 
 
我が国のモンゴル国に対する国別開発協力方針について、近年の動きは次の様になって

いる。2010 年に日本モンゴル両国は「戦略的パートナーシップ」の構築を目指し、二国間

関係を発展させることで一致した。2016 年 6 月、モンゴルにとって初めてとなる経済連携

協定（EPA）が日本との間で発効した。また、日・モンゴル両国外交関係樹立 45 周年に

当たる 2017 年、政治・安全保障、経済、文化・人的交流といった幅広い分野において、

2021 年末までの間に両国が取り組む協力を具体的に明記した「戦略的パートナーシップの

ための日本・モンゴル中期行動計画」に署名し、国際場裡での協力を始め、両国が主体的

に相互協力を積み重ねていくことで、真に互恵的な「戦略的パートナーシップ」を構築す

ることを目標とすることを確認している。 
基本方針（大目標）として「持続可能な経済成長の実現と社会の安定的発展」が挙げら

れ、鉱物資源の輸出だけに頼らない経済の多角化、堅実な財政再建、ウランバートル市へ

の人口の一極集中による都市問題と地域格差の解決等が過大として挙げられており、持続

可能で均衡のとれた成長に向けたモンゴル政府の取り組みを我が国が支援するとされてい

る。 
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４ 当該開発課題に関連する ODA 事業及び他ドナーの先行事例分析 
（１）我が国の ODA 事業 

当該提案工法は、ウランバートル市が抱える下水道管路老朽化課題及び石炭火力発電に

よる CO2 排出削減課題の両方に資することができる。当該開発課題に関連する ODA 事業

を以下に示す。これらの事業の成果や課題を受けて、本案件化調査の進め方に活かし、ビ

ジネス化への足掛かりとした。 
先行 ODA 事業： 

・都市基礎インフラ、ユーティリティの整備分野の草の根技術協力 
・ウランバートル市水供給改善計画フォローアップ協力 
・都市開発・環境管理・水資源分野の研修 
・ウランバートル市下水処理施設支援 
・地中熱ヒートポンプによる環境配慮型暖房システムの案件化調査 
・モンゴル国の公共施設向け暖房用改良型温水供給ボイラーの製造販売に向けた 
案件化調査 

 
当該提案工法は、ウランバートル市が抱える下水道管路の老朽化問題とエネルギー問題

に寄与することが可能であり、CO2 排出削減問題にも資するものである。当該提案工法と

の連携可能性がある先行 ODA 事業は、2016 年度に採択された「地中熱ヒートポンプによ

る環境配慮型暖房システムの案件化調査」で、この事業の成果や課題を本案件化調査に活

かし、ビジネス化が可能かどうかの検討を行う必要がある。 
これを踏まえ、実施企業に現在進めているモンゴルでの実証事業について、現状と課題

のヒアリングを行った。 
 

【事業の概要】 
JICA の案件化調査の後に、公益財団法人地球環境センター（GEC）の二酸化炭素排出抑

制対策事業費等補助金（二国間クレジット制度資金支援事業のうちコ・イノベーションに

よる脱炭素技術創出・普及事業）に応募し、実証事業を行っている。 
この事業は、1/3 をモンゴル側（ウランバートル市）が支出し、残りの 2/3 を日本が補助

金として支出する仕組みである。GEC の契約は 3 年間の事業であるが、モンゴル側の支払

いが滞り現在 1 年延期している。 
提案技術は、地中熱エネルギーと太陽光エネルギーを利用するもので、ヒートポンプで

地中熱を奪い、太陽光で熱を地中に戻す仕組みである。この技術を用い、ウランバートル

市北西にある 121 番学校（日本の資金で建設）の暖房に地中熱ヒートポンプを導入する事

業を実施している。 
121 番学校はゲル地区にあり、セントラルヒーティングから外れた地域であるため、石

炭ボイラーで暖房を行っていたが、故障により新しい機器に入れ替える必要があり、その

代替として地中熱ヒートポンプの導入を行った。石炭ボイラーから地中熱ヒートポンプへ

置換することで、大気汚染の原因を取り除くことにもなる。 
セントラルヒーティングは対象エリアが広く、末端までいくと温度が下がるので高温で

送り出しているが、地中熱ヒートポンプは狭いエリアでの利用であり、今の建物内での利

用では、55 度で循環させるのが効率的である。逆に温度を高くすると COP（Co-efficient of 
Performance）が落ちて非効率になる。 
導入箇所の帯水層は 80m 位の深さで、熱応答試験（サーマルレスポンステスト）の結果

も良好であったことから、提案技術のモンゴルへの導入について、条件的には適している

ものと考えられる。 
 
  



30 

【課題】 
モンゴルは石炭産出国のため石炭が安く、暖房の熱源としては石炭ボイラーが一般的で

ある。これより、安価な石炭ボイラーに対抗するためには、CO2 の排出抑制等、脱炭素技

術による付加価値を前面に押し出す必要がある。 
提案したヒートポンプは、導入後の維持管理をインターネットによる遠隔監視で行うこ

とが可能であり、石炭ボイラーとの比較において優位性を示す材料となる。ただし、遠隔

監視により異常が発生した場合、現地パートナーに対応してもらう必要があるが、これま

でのモンゴル企業の対応を見ている限り、現地パートナー候補と成り得る企業は見つかっ

ていない。 
また、施工において、現地企業では技術力が不足しており、日本から施工管理技術者を

派遣し、常駐させる必要があるものと考えられる。あるいは、現地技術者を日本で教育す

るような仕組みが必要である。 
更に、モンゴル政府は本事業を継続する費用の確保が困難であることから、今回の実証

事業の継続予定はないが、当該実施企業より、ADB から病院に地中熱ヒートポンプを入

れる計画の相談を受けているとの情報を得た。また、ヨーロッパの持ち込み企画（大深度

地中熱）についても、日本企業で実現の可能性があるかどうかについての相談がある。タ

ジキスタンやキルギスなどのモンゴル周辺国から地中熱ヒートポンプを入れる相談が来て

いることから、今回の事業をきっかけに海外展開の可能性は広がりつつあるという情報を

得た。 
しかしながら、東亜グラウト工業株式会社は、当該実施企業と連携を図ったとしても、

本調査によって下水熱利用の実現性は著しく低いと判断せざるを得ない結論となったた

め、ビジネス展開は困難と判断している。そのため、海外の事業展開に関しては断念せざ

るを得ず、他の申請を含めて今後、継続して検討を行う考えはない。 
 
（２）他ドナーの先行事例分析 

USUG は、欧州の支援により 2017 年から 7 百万 Euro の Soft Loan Project でオーストリ

ア国 NordiTube 社の非開削管路更生技術を上水道分野で導入している。当該技術は、当該

提案工法と類似の管路更生技術である。非開削管路更生事業を進めるにあたって、モンゴ

ル国の冬季の極寒な環境下での対処方法、現地施工業者の技術力等について参考にできる

点が多い。 
このプロジェクトでは、モンゴル側は材料と機材を輸入し、代わりに技術とノウハウを

得ることができる。ローンの全体金額は 700 万ユーロで、既に 7 割程度は使用済であり、

今年中には使い切る予定である。 
材料はシベリア鉄道で輸入するため、現在はウクライナ戦争の影響で止まっているが、

機材の導入とエンジニアのトレーニングは完了しており、今後 2 年間に必要な材料や交換

部品は注文済である。資機材は市の東側の倉庫に保管してある。材料の保存期間は 1 年

で、保管用の保冷庫も購入済である。 
機材は今後もヨーロッパから輸入する必要があるが、材料はどこからでも輸入可能であ

り、オーストリアのローンが終了した後も持続可能なように、ローンが終了した 2 年後か

らは中国から材料を購入して継続する計画である。既に中国から材料の調達が可能な 10 社

程度の会社を調査済である。 
導入した技術はφ400mm 未満の管に使用するクローズフィットとφ400mm 以上の管に

使用する CIPP の 2 種類で、圧縮空気を送り込んで熱で硬化させる技術である。 
 
●クローズフィット（密着管タイプ） 
・工場製品を熱反応で軟化させて挿入し、管路内面で形状復元させる。 
・施工時に化学反応を必要としないため、材料品質が安定している。 
・更生材料には熱可塑性のあるポリ塩化ビニル樹脂（PVC）、高密度ポリエチレン樹脂 
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（HDPE）等を利用する。 
 

●CIPP（現場硬化管タイプ） 
・工場で製造した材料を保存搬入し、管路内面で養生硬化させる。 
・施工性に優れており、材料強度や厚みを選択することもできる。 
・更生材料には熱硬化性・光硬化性のある不飽和ポリエステル樹脂（UP）、ビニルエス 
テル樹脂（VE）等を利用する。 

 
導入した技術は掘削しない、工期が短い、渋滞がない、場所によっては開削よりも経済

的であるといったメリットがあり、市の中心部で建物が多く、開削が難しい場所で使用さ

れている。市の中心部で更生が必要な上水道管は 50km で、現在は 22km の計画があり、

13km の工事が完了している。モンゴルでは 3m 以下に管を布設するため上水道にもマンホ

ールがあり、既設管との接合はマンホール内で実施可能である。工事は基本的に夜間に行

う。 
工事に関する技術とノウハウは、USUG のエンジニアをオーストリアの RTI 社に派遣し

てトレーニングを実施し、戻ったエンジニアが施工を担当している。USUG 内に上水道の

管路更生を担当する部署があり、エンジニアの他に作業員 20 名、運転手 5 名で対応してい

る。オーストリアから技術者が来て継続的な教育も実施している。 
下水道においても同一の技術を用いて管路更生を行うことは可能であるが、検討はコロ

ナの影響で中断し、今後については未定である。更生工法の下水道への適用については導

入済技術のため特に障害はないが、下水熱利用については初めての試みであることから、

導入にあたっては認証を受ける必要がある。 
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第２  提案法人、製品・技術 
１ 提案法人の概要 
（１）企業情報 
提案法人： 東亜グラウト工業株式会社 
所在地： 〒160-0004 東京都新宿区四谷 2 丁目 10 番地 3 TMS ビル 
設立年月日： 1958 年 6 月 19 日 
事業内容： 防災事業、管路事業、地盤改良・構造物メンテナンス事業を行っている。

管路事業では、耐震化対策・維持管理時代を迎えるライフライン（管路）を調査診断

し、豊富な工法バリエーションで修繕・改築し、予防保全や機能の回復を行っている。 
 

（２）海外ビジネス展開の位置づけ 
東亜グラウト工業の国内の管路更生事業の実績は、総延長約 100 万 m（30 年間）であ

り、日本における下水道管路更生事業者の中で第一位（延長比較 2022 年）となる。また、

上記の全事業を含めた実績として 2021 年度売上高約 102 億円となっている。国内での管

路更生事業が一通り完了した後の市場として、当該技術の需要が期待できる開発途上国へ

の進出が重要と考えている。今後、開発途上国のインフラは、日本と同様に老朽化が進ん

でいくと予想されるためである。 
モンゴル国ウランバートル市は、酷寒の気候、管路老朽化、上下水道局からの期待、現

地の人脈等を考慮して、パイロット都市として最適と考えている。この技術を基盤とし

て、海外で先行して導入された管路更生事業との差別化を図りながら展開を考えている。

また、モンゴル国の成功事例を第三国へも拡大を検討していく計画であり、モンゴル国で

の検討を含めた進出は、将来へ向けた海外ビジネス展開の第一歩と捉えている。 
 
 
２ 提案製品・技術の概要 
（１）提案製品・技術の概要 
光硬化管路更生工法は、道路を開削する必要がなく（非開削）、マンホールから既設管

内に更生材チューブを引き込み、空気を送って管内面に密着させた後、光を照射して更生

材を硬化させて管路を更生するものである。なお、施工中は下水を仮排水ホースで迂回さ

せるため、供用を止めずに工事が可能であり、管路更生後は、清掃等の通常の維持管理作

業を除き、50 年間メンテナンス不要である。本技術に採熱管を組み合わせた応用技術がヒ

ートライナー工法である。つまり、光硬化管路更生工法を用いて、状況に応じて熱利用を

行う技術のことをヒートライナー工法と呼んでいる。 
製品・技術の特長は、以下のとおりである。 

① 更生材の保管期間が長く施工日の変更に対応できる。（光無照射で 3 か月保存可能） 

② カメラで目視しながら更生管を硬化できる。 

③ 寒冷地でも熱帯地でも環境温度の影響を受けずに硬化時間は一定。 

④ 浸入水によって更生材の温度が変わっても硬化に影響がない。 

⑤ 他の更生工法より施工時間を短縮できる。 

⑥ 硬化後の収縮が極めて小さい。 

⑦ 他の熱工法と比べ CO2 排出量が非常に少なく（50～80%削減）環境に配慮した工法。 

⑧ 管路更生の際に採熱装置を設置して再生可能エネルギーの下水熱を有効利用できる。 

当該製品の価格を表 7 に示す。なお、現地技術者を育成することにより人件費を抑えて

コストダウンを図る予定である。ただし、提案時での国内での価格を示しており、原価向

上と輸送費に関しては考慮していない。また、価格は下水道管路に関する費用であり、熱

の用途方法によって別途、熱利用施設および熱輸送施設の費用が発生する。 
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表 7 製品スペック及び価格 
項目 ヒートライナー工法（下水熱式） 

適用管径 Φ250mm～Φ800mm 
適用管種 鉄筋コンクリート管、塩化ビニル管 
価 格 

（主な口径） 
Φ250mm 3.9 万円／m、Φ500mm 8.2 万円／m、Φ800mm 15.2 万円／m 

注 1：直接工事費のみで、別途経費は、現場の状況に応じて発生する。 
注 2：管径は、800mm 以上にも対応可能。 

適用距離 熱利用施設は、採熱部人孔から 100m 程度。 

 

導入の成果（建設コスト）について、下水熱利用の総額（運転、建設、維持管理）は、

表 8 に示すように、従来技術と比較して 22.1～55.8％の削減効果が見込める（日本国内に

おける融雪利用での検証例）。 

 
表 8 建設コストの削減効果 

評価項目 単位 下水熱式 電熱式 ボイラー式（灯油） 

維持管理費 千円／年 171 1,132 527 

建設費年価 千円／年 487 358 318 
総費用（年価換算値） 千円／年 659 1,490 845 

削減効果 ％ ― 55.8 22.1 

 

光硬化非開削下水道管路更生工法の国内外の販売実績（光硬化工法の総実績）を以下に

示す。 

日本国内： 
総延長約 100 万 m（30 年間）。Ｈ29 年度実績は、延長 10 万 m、材料販売金額 21 億

円、地方自治体等多数の実績あり。製造工場は大阪及び名古屋、北海道の三箇所ある

が、新規工場の設立を検討中。大阪では機械を入れ替えし二号機を設置済。  
2019 年度実績：総延長距離 1,040km 
2020 年度実績：総延長距離 1,150km 
2021 年度実績：総延長距離 1,290km 

海  外： 
中国専門パートナーは、複数の施工会社を束ねており、注文を受けて指定の港まで出荷

している。販売は、TMS ライナー社（東亜グラウト工業の子会社）が直接現地と対応し

ており、材料費のみを回収する販売型のビジネスモデルである。 
2015 年度実績：出荷延長 2,000m、売上高 2,600 万円 
2016 年度実績：出荷延長 450m、売上高 600 万円 
2017 年度実績：出荷延長 2,150m、売上高 2,800 万円 

 
（２）ターゲット市場 

当該提案工法のターゲット市場は、下水道管路更生に係る製品・技術・サービス市場で

ある。当該市場における管路更生工法の分類を図 5 に示す。 
管路更生工事としての市場動向は、開削工事により発生する交通渋滞からの経済ロスを

避けるべく、非開削工事が世界的にも主流となっている。「①製管工法」は、Φ800mm 以

上の大口径を主な対象としており、当該提案工法との競合はほとんど無い。「②熱硬化工
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法」は、材料硬化の際に熱を加えて硬化させるため周辺環境の温度に影響するため、施工

時間が長くなり、半硬化となって品質の低下を招くことがある。そのため、北海道等の寒

冷地では「③光硬化工法」のシェア率が高い状況にあり、寒冷地以外でも施工時間が短い

ことから年々シェア率が増加する傾向にある。 

 

 

 
 

 

（出典：一般社団法人 日本管路更生工法品質確保協会 工法の分類より） 

 
図 5 管路更生工法の分類 
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３ 提案製品・技術の現地適合性 
（１）現地適合性確認方法 

提案製品・技術の現地適合性については、まず、USUG へのヒアリングを通じて、下水

道管路の仕様（口径、材質、その他）、形態・状態（段差、堆積物、老朽具合、その

他）、及び、外部環境（気温、交通量、施工資材の仮置き場、その他）の一般情報を入手

するとともに、USUG の紹介により老朽化した下水道管路の現場を視察する。以上の調査

入手情報と提案製品・技術の仕様とを比較して、現地適合性を確認する。 
今回の案件化調査では、機材の持ち込みは行わない。提案製品・技術を使用しての現地

適合性の確認は、「普及・実証・ビジネス化事業」にて実施する予定である。ただし、技

術移転は、施工機械、材料ともに完成されたシステムを利用するため、モンゴルの一般技

術者でも問題無く習得できると予想されるが、日本とモンゴルでの施工会社としての適用

能力についても確認しなければならない。 
 

（２）現地適合性確認結果（技術面） 
提案製品・技術の技術面からの現地適合性は、表 9 の項目について、USUG に対してヒ

アリングを行い確認する。なお、現地ニーズに対してオーバースペックとなっていない

か、技術的にニーズを充足できるかも考慮して、提案製品・技術を確定する。 
 

表 9 現地適合確認（技術面） 
項 目 施工許容範囲 適合性結果 

段 差 40mm 以下（呼び径の 5％）  

継ぎ手隙間 50mm 以下  

クラック Ａランクのクラックでも施工可能  

管体破損 施工可能（劣化により、内側に鉄筋などがあると、材
料に損傷を与える事がある。）  

浸入水 水圧が拡径圧力より低ければ施工可能  

取付管突出し 要事前処理  

堆積物 要清掃  

管路の曲がり 呼び径 350 未満：10°以下 
呼び径 350 以上：5°以下  

 

これまでのヒアリングを通し、現地において管路更生に対する要望に非常に高いものが

ある事が判明した。ウランバートル市の管理する資料では、1960 年代に最初の管渠が埋設

されており、耐用年数としては既に限界を超えているものも存在すると考えられる。古い

管渠は市の中心部に多く存在しており、これら地域が優先的な工事エリアの対象となる。 
また、冬季には-30℃に達する気候のため、土壌の凍結がないとされる地下 3m 以上の深

部に管渠が埋設されている場合もあり、大規模な掘り返しを必要とする通常の開削工法で

は交通に対する影響が大きく、これら地域での補修工事には非開削である本工法が適して

いる。 
本工法を実施するための人的技能において、USUG 及び現地企業による作業の可能性に

ついては、実際の工法の詳細を基に調査の必要があるものの、既に上水道において同様の

工法を行っており、日本側技術者による技術指導及び施工指導を行う事で作業可能である

ものと考えられる。 
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一方、下水熱利用について、現地でマンホール蓋を開けて、2022 年 9 月及び 12 月の計 2
回計測を行った。調査する項目は、①下水水深、②下水温度、③外気温度である。計測

は、モンゴル国立大学周辺の A～C 地点にて行った。 
 

 
図 6 調査対象マンホール 

 
それぞれのマンホールの諸元は A: モンゴル国立大学の入口前管路Φ250mm、B: モンゴ

ル国立大学の入口前に 90℃交差する管路Φ250mm、C: 北京街ゲート付近の管路（新管

路）Φ400mm である。 
本調査は、下水熱ポテンシャルの概要を調べることを重視したため、計測に関しても簡

易的に計測できる手法とした。また、計測時刻は、正午付近（10:00～14:00）とした。計

測に用いた手法及び機器は以下のとおりである。 

1. 下水水深ではマンホール開口部より流水幅を写真撮影した後、その流水幅から水深を

換算する手法にて整理。下水水深は、設置する採熱管の本数に影響する。 

2. 下水温度は、赤外線非接触式計測器 FLIR を用いて計測し、下水熱エネルギーの計算

に使用。 
3. 外気温度は、計測したマンホール付近の大気中温度を計測。 
 

A 

B 

C 

モンゴル国立大学 

中国大使館 



37 

 

   
 

図 7 調査風景 
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これらの計測結果を表 10 に示す。 
 

表 10 現地計測結果一覧 

計測日と地点 
下水温度 

(℃) 

外気温度 

（℃） 
備考 

2022/9/15 

A地点 18.3 20.0 Φ250 

B地点 21.0 20.0 Φ250 

C地点 21.0 20.0 Φ400 

2022/12/2 

A地点 7.5 -25.0 Φ250 

B地点 15.5 -25.0 Φ250 

C地点 6.9 -25.0 Φ400 

 
(1) 下水水深 

計測したマンホール箇所での管径と早見表に照らし合わせ、最低水深以上であること

を確認する。本技術に用いる採熱管は、管底部へ既設管と管路更生材料の隙間に設置

し、全ての採熱管が完全に下水の水面下に設置されるように設計する必要がある。ま

た、採熱管の本数は、往きと還りから偶数本とする。設置本数は、管路更生後の状況を

想定し、図 8 に示すように採熱管を水面下に設置した位置関係を別途図面で確認しなけ

ればならない。今回の調査では、目視と写真により簡易的に最低水深以上であることを

確認した。 

 

 
図 8 採熱管の配置図 

  

更生材料   

採熱管    

           最低水深    

既設管    外径寸法   

厚み寸法   
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表 11 管径毎の採熱管本数と最低水深 
管径    

（mm）   
採熱管本数  

（本）   

最低水深       

（mm）   

250    16    30    

300    16    30    

350    18    35    

400    24    55    

500    28    60    

600    32    66    

700    40    89    

800    48    113    

 
(2) 下水温度 

下水温度を計測することで、下水から得られる採熱量を計算することができる。ま

た、計算により必要熱量が不足する場合には、採熱管を延伸させるか検討を行う。 

この採熱管の延長は、下水道の管路内に設置され採熱を行う区間の延長と、マンホー

ル内の壁面に設置され集水部へ接続する区間の延長の 2 つに分けられる。下水道の管路

内に設置され採熱を行う区間の延長は、下水から得られる採熱量を計算より確認した上

で、必要な熱量以上を採熱可能な範囲で設定することとし、延長の設定はスパン単位で

行う。また、マンホール内の壁面に設置され集水部へ接続する区間の延長は、下水道の

管路内に設置され採熱を行う区間の終端から集水部までの距離となるため、設置場所の

状況を踏まえて設定する。 

採熱量は、式 1-1～式 1-3 より算出した。なお、熱源水で用いる不凍液の密度、比熱

については、種類や濃度によって異なるため、採用する製品の仕様等から設定する。計

算に使用した値を表 12 に示す。なお、下水熱からの採熱量は必要熱量の 7 割以上とな

るよう設定し、その出力以上のヒートポンプを設置する必要がある。また、上流及び下

流の 2 ヶ所で下水温度の計測を行うことにより精度を高めることができるが、今回は概

要を掴むことが目的であるため同一温度にて計算を行った。また総括伝熱係数は、東亜

グラウト工業の考えをもとに 27（W/m2・℃）を使用した。なお、本技術で使用した素

材の熱伝導率は、更生材が 0.21 W/m・K（不飽和ポリエステル樹脂）、採熱管は 0.35 

W/m・K（ポリエチレン樹脂）である。 

   
Qv  =  U・A・ΔT L ・・・・・・・・・・・ 式 1-1  

1A  =  N・D・L  ・・・・・・・・・・・ 式 1-2 

ここで、 

Qv  ： 採熱量（kW）  
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U  ： 総括伝熱係数（W/m2℃） 

A  ： 採熱管接触面積（m2） 

N  ： 採熱管本数（本） 

D  ： 採熱管外径（m） 

L  ： 採熱管の延長（m） 

 

(T1 — Ta) —  (T2 — Tb)    

                      ln(T1 — Ta ) — ln(T2 — Tb)   

  ここで、 

ΔT L ： 下水 — 熱源水対数平均温度差（℃） 

T1 ： 上流側下水温度（℃） 

T2 ： 下流側下水温度（℃） 

Tb ： 放熱管往き温度＝採熱管還り温度（℃） 

Ta ： 放熱管還り温度＝採熱管往き温度（℃） 

 

計測地点でのデータを基に採熱量を計算した。今回は暖房熱が必要と考えられる冬季の

計測データを用いて算出している。 

 

A   =  N・D・L  =  24 × 0.013 × 50 =  15.6  (m2) 

                 (T1 – Ta)  –  (T2 – Tb) 

                 ln (T1 – Ta ) – ln (T2 – Tb) 

          (7.5 – 5.9)  –  (7.5 – 1.3)  

                      ln (7.5 – 5.9 )  – ln (7.5 – 1.3)   

             =  3.40（℃） 

Qv  =  U・A・ΔT L   

= 27 × 15.6 × 3.40 = 1.4  (kW) 

 
表 12 下水熱の採熱量 

項目 記号 単位 数値・内容 

採熱管接触面積 A m2 15.6 

採熱管設置本数 N 本 24 

採熱管設置延長 L m 50 

上流側下水温度 T1 ℃  a 

下流側下水温度 T2 ℃ = a 

採熱管往き温度（HP稼働実証試験値） Tb ℃ 5.9 

採熱管還り温度（HP稼働実証試験値） Ta ℃ 1.3 

総括伝熱係数 U W/m2℃ 27.8 

採熱管外径 D mm 0.013 

下水 — 熱源水対数平均温度差 ΔTL ℃ 9.76 

現地計測による下水熱の採熱量 Qv kW 8.7 

必要とする下水からの採熱量 Qv2 kW 8.0 

 ΔT L =

  

・・・・・・・ 式 1-3 

 =

  

ΔT L = 
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ここで、ウランバートル市の気候とそこから導き出される必要熱量を下記の方法で算

出する。 
 
 
(3) ウランバートル市の気候 

ウランバートル市の気候は、下図に示すとおりである。 
 

 

 
・気候学的情報は、1981 年から 2010 年までの 30 年間の月平均に基づいている。 
・平均降水日数 = 降水量が 0.0 mm 以上の平均日数。 
・降水量には雨と雪の両方が含まれる。 

世界気象機関（https://worldweather.wmo.int/en/city.html?cityId=229 より） 
 

(4) 必要発熱量の算出 

 本情報は、過去 30 年分の月平均であるため、必要発熱量の算定として活用する。本

データにおける 1 日の最低平均温度がマイナス域となる月は、10～4 月であることか

ら、この期間は雨ではなく雪として考えた。 

月

1日の平

均最低気

温(°C)

1日の平

均最高気

温(°C)

平均総降
水量

(mm)

平均降水
日数

（日）

1月 -26.1 -15.5 2.6 7.6
2月 -22.3 -9.6 2.6 6
3月 -13.6 -0.6 4.1 7.6
4月 -4.4 9.7 7.5 8
5 月 3.2 17.9 19.8 9.1
6 月 9.5 22.7 48.7 14.5
7 月 12.7 24.6 67.8 17.1
8 月 10.5 22.4 71.7 15.7
9 月 3.5 16.8 27.8 9.3
10月 -4.8 7.7 8.3 7.5
11 月 -15.7 -4.8 5.0 8.5
12 月 -23.1 -13.5 3.7 9.4
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計算は、下水から得られた熱を凍結防止目的として道路を温めることに用いることを

考えたため、路面消・融雪施設等設計要領（平成 20 年 5 月）に従って行い、使用した

気象状況の諸元を以下に示す。本内容は、「融雪に必要な熱量」と「凍結防止に必要な

熱量」を比較し大きい値を採用する算術式となっている。モンゴル国ウランバートル市

は、日本の北海道等と異なり、降雪が少ないが外気温が低くかつ風が強い特異的な地域

と言える。 
 
・代表的な計算諸元 
a) 時間降雪深 
年間の降水量より、一日当たりの降雪深を算出すると、10～4 月の期間での累計降雪

深は、3.34 cm であるため、3.34 cm ÷ 120 日 = 0.016 cm / D  を用いた。非常に降雪量

が少ないことが判る。 
参考までに、上記より時間当たり降雪深を算出すると、 
hs = 0.425 x 平均日降雪深 0.7 

    = 0.024 cm / hr が施設に求められる能力である。 
 
b) 外気温度 
 外気温度は、1 年の最低気温となる-26.1℃（1 月）を用いた。 
 
c) 風速 

風速は、1 年を通して大きな季節変動がある。1 年で最も風が強い期間は、3 月 11 日

から 6 月 12 日の 3.0 か月で、平均風速は 時速 15.9 キロメートルを超える。よって、

15.9 km/h = 4.42 m/s を用いた。 
 

 
 

(5) 計算結果 

別添「ウランバートル市の気候と必要発熱量」の計算結果に示すとおり、必要発熱量

は、822.0 W/m2 となった。この必要発熱量に対して、融雪施設 A = 50m2 を設置した

場合について設計すると、出力 41.9 kW のヒートポンプを設置する必要があることが判

明した。 
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一方で、下水から得られる熱エネルギーは、管の口径によって変化するが、想定して

いる現場での口径では、1.4 kW 程度であるため設置するヒートポンプを省エネルギーで

稼働させることが難しい。 
つまり、ウランバートル市の気象状況から求められる必要となる熱量は、過酷な環境

であるため日本と比較にならない程に大きく、また、下水から得られる熱量が少ないた

め下水熱としてのポテンシャルも低いため、熱利用としての施設稼働は難しいと判断で

きる。 
 
下水熱の利用は市街地ではセントラルヒーティングが整備されているため、暖房目的

での需要は少ないと思われる。また、ウランバートル市の冬季気温から導かれる必要熱

量に対し、下水道管路から取り出せる熱量が少なく省エネルギー化への寄与も難しい。 
一方、セントラルヒーティングが完全には整備されていないエリア（ゲル地区など）

では、流下する下水の量が少ないため下水熱が更に低くなると考えられ、これら地域で

は再生熱需要が高いと思われるが、効率的な利用はより難しいものと考えられる。 
ただし、エネルギー省では再生エネルギーの利用促進を考えており、学校や幼稚園な

どの公共施設における利用の可能性はあるが、対象となる建物の機密性に問題がある事

もわかっており、効果的な運用には断熱対策も必要となることから、ウランバートル市

における下水熱利用のビジネス展開は現実的ではない。 
 

（３）現地適合性確認結果（制度面） 
提案製品・技術の制度面からの現地適合性について、USUG に対してヒアリングを行っ

た結果、USUG では、欧州の援助で既に上水道管路更生において、提案製品・技術と類似

の管路更生工法を導入しており、東亜グラウト工業においても既に提案製品の中国への出

荷を行っていることを説明し、USUG より提案製品・技術の導入に関する制度上の問題は

無いだろうという回答は得られた。 
ただし、当該提案工法ではプラスチック類の廃材が発生することから、産廃処理に関す

る制度上の問題（法規制や手続き等）について確認する必要があるが、本調査では実施で

きておらず、今後の課題である。 
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４ 開発課題解決貢献可能性 
USUG の下水道管路の維持管理における開発課題の中で、特に問題となっている管路の

老朽化に対し、非開削の管路更生技術は管路の補修及び交通への影響を最低限抑えること

が可能であるため、課題解決への貢献は可能と考える。現状の開削による下水道管路の交

換工事と比べても、現状では凍結防止のための掘削深が深いことから工事費用は高くなっ

ているものと考えられ、非開削工法技術が定着することで将来的な更新費用を削減するこ

とが可能となる。 
一方、熱利用については現時点では効果的と思われる用途が少なく、更なる検討が必要

である。エネルギーの安定供給と再生エネルギーへのシフトという課題に対しては、選択

肢の一つとして考えられるが、ヒートポンプなど追加装備の稼働に必要なエネルギー量・

コストを考慮すると、現状暖房に関しては代替案になり得るとは言い難い。また、道路融

雪での利用についても、下水温度が低いモンゴル国の気候においては、十分な効果は得ら

れ難い。 
ここで、モンゴルにおけるヒートポンプ市場について、モンゴル国内でドイツ製ヒート

ポンプ機材を取り扱う Ultra Sonic 社に現状を聞いた。モンゴルでは非常に寒冷な冬季が長

く、一年のうち約 8 か月にわたり暖房が必要であるが、ヒートポンプの普及は限定的であ

り、需要も低い状況が続いている。これは、ヒートポンプの購入と設置には高い初期投資

が必要であり、電気ストーブの約 8 倍高価で石炭と電気料金が安いモンゴルでは、その初

期投資を回収するまでに長い時間がかかることが要因の一つである。また、モンゴルでは

電力供給が不安定な場合があり、停電や電力の断続が発生することがあるが、ヒートポン

プは安定した電力供給を必要とするため、電力供給の信頼性に関する懸念が存在する。一

般の人々や建築業者の間でヒートポンプの利点や持続可能性に関する正確な知識と認識が

不足していることも、普及の妨げになっている要因の一つである。 
一方で、主要なエネルギー供給源として石炭火力発電が使用されている現状において、

ウランバートル市でもエネルギー供給が不足している状況にあることから、エネルギー不

足の克服と持続可能なエネルギー供給の確保に向けて、再生エネルギー技術を活用した暖

房システムの需要は高まっている。 
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第３  ODA 案件化 
１ ODA 案件化内容/連携可能性 

（１）ODA 案件化内容 
ODA 案件化については、新規に具体的な提案をする。以下に概要を述べる。 

① ODA 事業内容 
JICA 中小企業・SDGs ビジネス支援事業の「普及・実証・ビジネス化事業（中小企業

支援型）」等、海外事業展開への支援を得られるスキームを検討・活用し、実証実験を

行った上で、当該提案工法の普及・実証・ビジネス化を検討する必要がある。特に価格

の受容性についての調査が重要である。 
ODA 事業として案件化を目指す当該提案技術は、ウランバートル市の老朽化した下

水道管路の持続可能な維持管理に貢献し、かつ急速な都市化によるエネルギー不足の一

助となるものである。また、ビジネス展開の方針は、日本から原材料を輸出し、日本企

業による技術指導のもと現地企業が施工するビジネスモデルを想定しており、モンゴル

人の人材育成に寄与するものである。 
実証実験を行う実証サイトについては、モンゴル国立大学周辺部の 1960 年代に設置

された管渠を想定している。実際に工事を行うにあたっては、ウランバートル市等の許

認可が必要となるが、関係機関にヒアリングした限りでは実証実験に協力的な回答を得

ており、工事についての問題はないものと想定している。 
C/P 候補機関は、ウランバートル市の下水道管路の維持管理を担当している USUG を

想定しており、第 1 回・第 2 回の現地調査で技術面や体制面で問題ないことを確認して

いるが、予算配分の権限はウランバートル市にあることから、ウランバートル市との連

携も必要となる。 

②  対象地域 
以下のサイト候補から本案件化調査で選定する予定である。 

ア) 上下水道公社（USUG）に面した Tokyo St.に並走する歩道地下の下水道管路 

イ) モンゴル国立大学に面した J.Sambuu St.に並走する歩道地下の下水道管路 

③  C/P 候補機関 
ウランバートル市上下水道公社（USUG）を想定している。 

④  目的・成果・活動 
「普及・実証・ビジネス化事業」の目的、成果、活動について PDM（Project Design 

Matrix）フォーマットに基づき表 13に示す。 
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表 13 想定する「普及・実証・ビジネス化事業」の目的、成果、活動 

目的： 

ウランバートル市の老朽化した下水道管路の持続可能な維持管理に貢献し得
るビジネスの事業化に向けて、東亜グラウト工業の光硬化管路更生工法（状
況に応じて熱利用でヒートライナー工法）の普及・啓蒙を図り、製品の現地
適応性を実証することによって、ODA 事業での活用可能性の検討等を通じ事
業計画案を策定する。 

成果： 活動： 
成果 1  
ウランバートル市の老
朽化した下水道管路の
更生に光硬化管路更生
工法（状況に応じて熱
利用でヒートライナー
工法）が有効であるこ
との普及・啓蒙が図ら
れる。 

活動 1-1 現地の類似製品との比較を通じて、提案製品の優位性
をまとめる。 
活動 1-2 セミナーを開いて USUG、エネルギー省、現地土木建
設会社等に提案製品の詳細を説明する。 
活動 1-3 ヒアリングを通して熱需要家の候補者に対し、提案製
品の概要を説明する。 
活動 1-4 GCF 事務局、ADB 等の援助機関に対し、提案製品を
用いた開発事業について説明する。 

成果 2  
光硬化管路更生工法
（状況に応じて熱利用
でヒートライナー工
法）が、ウランバート
ル市の環境に適応でき
ることが実証される。 

活動 2-1 案件化調査で選定した実証サイトの現状を調査し、サ
イトの最終選定を行う。 

活動 2-2 実証サイトの機材設置計画（要員計画含む）を作る。 

活動 2-3 実証サイトに機材を設置し、実証試験を開始する。 
活動 2-4 管路更生具合、下水熱利用具合をモニタリングし、実
証試験を評価する。 

成果 3  
ビジネス化のための現
地代理店・施工会社、
熱需要家としての民間
投資家等の協力企業が
決定される。 

活動 3-1 USUG と協議し、下水道管路更生事業における官民連
携の役割分担を確認する。 
活動 3-2 案件化調査で調査した下水道管路更生のための現地代
理店の候補企業と契約条件を協議し、協力企業を決定する。 
活動 3-3 案件化調査で調査した下水道管路更生のための現地施
工会社の候補と契約条件を協議し、協力企業を決定する。 
活動 3-4 熱需要家としての民間投資家を募り、民間資本の規模
を把握するとともに、これらに向け実証の成果を広くアピール
できるような活動を実施する 

成果 4  
光硬化管路更生工法
（状況に応じて熱利用
でヒートライナー工
法）の ODA 事業での
活用可能性の検討等を
通じ事業計画案が策定
される。 

活動 4-1 提案する ODA 事業の概要を検討し確定する。 
活動 4-2 提案する ODA 事業を選定する。 
活動 4-3 開発援助機関へ提案事業の概要を説明する。 

活動 4-4 提案事業の詳細を検討し、事業計画案を策定する。 

 
投入、実施体制図、活動計画・作業工程、（スケジュール含）、事業額概算、当該提

案事業後のビジネス展開については、本案件化調査で調査・検討して確定する。 
 
  



47 

（２）他 ODA 事業との連携可能性 
先行事例の JICA 案件化調査との連携、JCM 及び GCF への新規事業提案を想定してい

る。概要を以下に示す。 

① 連携対象の JICA 案件化調査の先行事例 
連携可能性がある JICA 案件化調査の先行事例としては、2016 年度第 2 回採択案件

「地中熱ヒートポンプによる環境配慮型暖房システムの案件化調査」がある。 
当該提案工法は、道路の融雪には直接利用可能であるが、暖房や給湯に利用する際

は、熱エネルギーを増幅させるヒートポンプを活用することから、連携による事業提案

は可能であると考えられる。 

一方、現地調査の結果では、管路更生に対する期待は高いものの下水熱を積極的に利

用したいという回答は少なく、下水温が低いことから得られる下水熱エネルギー量も小

さくなるものと想定されるため、現時点で効果的な利用方法は見つかっていない。連携

可能性については、更なる調査が必要である。 

②  JCM（Joint Crediting Mechanism、二国間クレジット）の活用） 
JCM（Joint Crediting Mechanism、二国間クレジット）の活用については、環境省の設

備補助事業の利用を想定している。ウランバートル市では、融雪、暖房、給湯に石炭火

力発電を利用しており、CO2 排出が開発課題となっている。提案製品・技術により下水

熱を利用することで、融雪、暖房、給湯に係る発電量を減らすことにより、CO2 排出削

減に貢献できる。 

③  GCF（Green Climate Fund、緑の気候基金）の活用 
GCF（Green Climate Fund、緑の気候基金）の活用については、既に GCF 事務局の

Private Sector Facility へ提案製品・技術を用いた事業概要を説明している。下水道管路更

生と下水熱利用を同時に実現する事業は、GCF では先行事例が無いということで、大変

興味を持っていただいている。JICA 及び ADB との協調融資は元より、民間資金の調達

が必須となるため、本案件化調査では、民間企業の熱需要家候補へも下水熱利用事業に

ついてのヒアリングを通じて、GCF 事業化の可能性を検討する予定であった。しかしな

がら、本調査を通じて下水熱利用の事業化の可能性は現状難しいとの結論に至ったこと

から、今回 GCF 事業化については検討していない。 
本調査で予定していた民間企業の熱需要家候補を以下に示す。 

 

  Max Food（スーパーマーケット、ファストフード製造：従業員 370 名） 
Vitafit Group（飲料水、乳製品、ジュース類製造・販売：従業員 494 名） 
Gobi（カシミア製品製造・販売：従業員 1,600 名） 
River Club（ジム・スポーツクラブ：従業員 30 名） 
Monos Group（医薬品・化粧類・食料品の製造・販売：従業員 1,200 名） 
Everyday Farm（再生可能エネルギー、農業：従業員 140 名） 
Premium Palace（ホテル、オフィスレンタル、レストラン等：従業員 120 名） 
MCS Group（エネルギー、情報通信、不動産、飲料、その他：従業員 7,700 名） 
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２ ODA 事業実施/連携における課題・リスクと対応策 
（１）課題 

当該提案技術は、非開削工法で老朽管の更生を行い下水熱エネルギーの利用も可能にす

るもので、ウランバートル市の高度なインフラ整備と環境に優しい都市開発に寄与するも

のである。 
ODA 事業としては、インフラ整備に必要な資金協力を依頼するものになると考えられる

が、近年のモンゴルは、経済発展により 1 人当たりの GNI が世銀の示す無償資金協力の実

施基準を超えていることから、有償資金協力になるものと想定される。 
当該提案技術を用いた下水道管路の老朽化対策が事業化された場合、事業を所管するの

は C/P として想定している USUG になるものと思われるが、USUG は予算の決定権を持っ

ていないことから、事業化に向けてはウランバートル市に対する働きかけが重要になる。 
ビジネスモデルとしては、日本から必要な資機材を提供し、現地企業が施工する仕組み

を想定している。これより、資機材の輸送費用が通常の工事費用に上乗せされるため、既

存技術と費用面で対抗できるかどうかがビジネス化に向けた課題となる。また、資機材を

日本から輸出することになることから、輸送手段の安定確保も課題である。更に、人材育

成によりモンゴル人自身が技術を習得して施工を担当することになることから、現地企業

の技術力もビジネス化に向けた課題となる。 
 
（２）リスクと対策 
① 費用について 

事業化にあたっては、提案技術に対する工事価格の受容性が課題となる。優れた技術で

あってもビジネスとして成立させるためには受容可能な価格設定があり、交通への影響を

最小限にできる非開削工法というメリットがあっても、既存技術との費用比較の結果がビ

ジネス化の実現性を大きく左右する要因となる。また、ビジネス展開をしていく上では、

上水道で行われている類似工法との競合（主にコスト面）もリスクとして挙げられる。提

案技術となる光硬化管路更生工法（状況に応じて熱利用を行うことでヒートライナー工法

と呼ぶ）は、下水熱利用が可能であるため差別化はできるが、受益者の要望と回収可能な

エネルギー量に乖離があるため決定的な優位点とはならず、価格面での競争になるものと

想定される。 
現時点の情報で更生工法と開削工法の費用比較を行った結果を表 14 に示す。開削工法

の価格については、USUG に対するヒアリング結果によるものであるが、USUG ではスパ

ン全体を対象とした改築工事の実績はないことから、開削工法の費用については、更なる

情報の精査が必要である。 
一方、更生工法の価格はサンプルとして日本のある都市での直接工事費を用いたもので

あり、輸送費を含めていない状態でも開削工法と比べて大きな価格差がある。ただし、モ

ンゴルと日本では労務単価が異なることや、日本でも 3ｍ以上掘削する場合は更生工事よ

りも開削工事の方が割高になる傾向にあることから、更生工法の費用についても、調査精

度を上げていく必要があるが、調査段階でビジネスとして厳しいと判断している。 
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表 14 更生工法と開削工法の費用比較 

管径 Φ250mm Φ500mm 

開削工法 

モンゴルでの発注価格 

（テンダーシステムより） 
70,000 円/m 150,000 円/m 

想定落札価格 

（発注価格の 80％） 
56,000 円/m 120,000 円/m 

更生工法 

日本での発注価格 

（直接工事費） 
85,000 円/m 180,000 円/m 

日本での発注価格 

（直接工事費の 180％） 
153,000 円/m 324,000 円/m 

想定落札価格 

（発注価格の 80％） 
122,400 円/m 259,200 円/m 

 
② 輸送について 

原材料や機材の輸送については、モンゴルは内陸国であり第 3 国を経由しての陸送とな

ることから、輸送ルートの安定確保がビジネス化にあたり重要となる。 
モンゴルへの輸送は、豊橋市内～名古屋港～武漢港～ウランバートル市内のルートを想

定している。現在中国を経由するルートしかない（以前はロシア経由もあった）ため、物

流がひっ迫して 20F のコンテナサービスがほぼなくなり、通常のフォワーダーは、通常の

ドライコンテナ 40F の流れしか取り扱えない状況である。現時点で有効な対策はないが、

将来に向けては複数ルートを確保し、状況に応じて柔軟に対応できる体制を整える必要が

ある。現段階で有効策がない以上はビジネスとして厳しいと判断している。 
 

表 15 ライナー輸送費 

 
 

表 16 施工車輛（光硬化車）輸送費 

 
 
③ 現地施工について 

施工を担当する現地企業としては、現時点で Mon-Energy をパートナー候補として想定

している。Mon-Energy は、土木建築工事から設計図面作成、コンサルティング業務まで幅

広く事業展開している企業であり、USUG の仕事やゲル地区のインフラ整備にも関わって

いることから、技術力については問題なく、パートナー候補として有望である。第 1 回・

第 2 回の現地調査で訪問し、協力可能であることは確認済みである。ただし、更生工法に

輸送方法 見積取得日
所要
日数

ルート 荷姿 木箱数 商品
延長

（m/箱）
総延長

（m）
輸送費
（円）

輸送費
（円/m）

船便 2022年10月 30日
豊橋市内～名古屋港
～上海港～ウランバー
トル市内

20Fｺﾝﾃﾅ 22
Φ250mm幅×厚み

3mm
100 2200 455,060 207

船便 2022年10月 30日
豊橋市内～名古屋港
～上海港～ウランバー
トル市内

20Fｺﾝﾃﾅ 1
Φ250mm幅×厚み

3mm
100 100 340,278 3 ,403

航空便 2022年10月 3日
豊橋市内～名古屋港
～ウランバートル港

木箱 1
Φ250mm幅×厚み

3mm
100 100 1,098,675 10 ,987

船便→鉄道輸
送

2023年1月 30日
豊橋市内～名古屋港
～武漢港～ウランバー
トル市内

40Fｺﾝﾃﾅ 2
Φ500mm幅×厚み

3mm
100 200 1,062,592 5 ,313

輸送方法 見積取得日
所要
日数

ルート 荷姿 木箱数 商品 台数 輸送費
片道輸送費

（円/台）

国内陸送→船
便→鉄道輸送

2023年1月 30日
浦安～豊橋市内～名
古屋港～武漢港～ウラ
ンバートル市内

40Fｺﾝﾃﾅ 1
幌付き平ボディ車搭

載の施工機器
ー 1 1,211,120 1 ,253 ,120
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よる下水道管路の非開削工事は、ウランバートル市で初の試みになることから、事前の技

術指導が重要になる。技術指導により十分な技術力が現地企業に伝わらなかった場合、機

能要件を満たさない施工結果になるおそれがあり、工事中の事故等も懸念される。また、

施工が長引けば費用にも影響を及ぼす。 
技術指導に対しては、現地企業の担当者を日本に滞在させて十分な教育を行い、試験に

よって認定を与えるといった取り組みが必要であるものと想定している。また、当面の間

は、日本企業から技術者を派遣し、指導にあたることも必要であるものと想定している。 
 

３ 環境社会配慮等 
提案 ODA 事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010 年 4 月公布)によ

ると、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリーC と認定

されている。したがって、環境チェックリスト、環境影響評価は、不要である。 
ジェンダー配慮については、「ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件」に分類されて

いるが、当該提案である非開削更生工法技術や下水熱利用技術がジェンダー配慮において

問題となる事項は、これまでのヒアリングで確認されていない。調査によると企業におけ

る男性と女性の比率は同じ程度で、学生においては 6 割が女性で 4 割が男性であり、女性

の社会進出は進んでいる。 
 

４ ODA 案件事業実施/連携を通じて期待される開発効果 
ODA 事業化を目指す「普及・実証・ビジネス化事業」の目的は、「ウランバートル市の

老朽化した下水道管路の持続可能な維持管理に貢献し得るビジネスの事業化に向けて、東

亜グラウト工業の光硬化管路更生工法（状況に応じて熱利用を行うことでヒートライナー

工法と呼ぶ）の普及・啓蒙を図り、製品の現地適応性を実証することによって、ODA 事業

での活用可能性の検討等を通じ事業計画案を策定する。」ことである。以下に期待される成

果と活動内容について示す。 
 
【成果 1】ウランバートル市の老朽化した下水道管路の更生に光硬化管路更生工法（状況

に応じて熱利用を行うことでヒートライナー工法と呼ぶ）が有効であることの

普及・啓蒙が図られる。 
活動 1-1 現地の類似製品との比較を通じて、提案製品の優位性をまとめる。 

現時点で下水道管路を更生する類似製品の導入はなく、上水道管路を更生するオース

トリアの管路更生技術が類似製品となる。提案製品の優位性は、管路更生による老朽化

対策に加え、下水熱エネルギーを採熱して道路の融雪等に利用できることであり、エネ

ルギー問題にも寄与できることである。 
活動 1-2 セミナーを開いて USUG、エネルギー省、現地土木建設会社等に提案製品の詳細

を説明する。 
現時点で 2 回のセミナーを開催し、USUG、ウランバートル市、現地土木建設会社等

から参加した 50 名以上の参加者に対し動画や PPT による詳細な技術紹介を行った。 
活動 1-3 ヒアリングを通して熱需要家の候補者に対し、提案製品の概要を説明する。 

現時点でインドアプールを計画している BUTI 社、ウランバートル市からエルデネッ

トに皮革加工工場の移転を計画しているモンゴル皮革製品協会に対して提案製品の説明

を行った。 
活動 1-4 GCF 事務局、ADB 等の援助機関に対し、提案製品を用いた開発事業について説明

する。 
次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
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【成果 2】光硬化管路更生工法（状況に応じて熱利用を行うことでヒートライナー工法と

呼ぶ）が、ウランバートル市の環境に適応できることが実証される。 
活動 2-1 案件化調査で選定した実証サイトの現状を調査し、サイトの最終選定を行う。 

現時点ではモンゴル国立大学周辺を実証サイトとして検討しており、3 箇所で下水温

度、外気温度、下水水深の調査を行っている。 
活動 2-2 実証サイトの機材設置計画（要員計画含む）を作る。 

次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
活動 2-3 実証サイトに機材を設置し、実証試験を開始する。 

次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
活動 2-4 管路更生具合、下水熱利用具合をモニタリングし、実証試験を評価する。 

次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
 
【成果 3】ビジネス化のための現地代理店・施工会社、熱需要家としての民間投資家等の

協力企業が決定される。 
活動 3-1 USUG と協議し、下水道管路更生事業における官民連携の役割分担を確認する。

次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
活動 3-2 案件化調査で調査した下水道管路更生のための現地代理店の候補企業と契約条件

を協議し、協力企業を決定する。 
次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 

活動 3-3 案件化調査で調査した下水道管路更生のための現地施工会社の候補と契約条件を

協議し、協力企業を決定する。 
次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 

活動 3-4 熱需要家としての民間投資家を募り、民間資本の規模を把握するとともに、これ

らに向け実証の成果を広くアピールできるような活動を実施する 
次期フェーズの「普及・実証・ビジネス化事業」で実施予定。 
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第４  ビジネス展開計画 
１ ビジネス展開計画概要 
モンゴル国では、旧社会主義の時代に下水道が整備され、日本同様に管路の老朽化対策

が喫緊の課題である。モンゴル国は、マイナス 30℃の気候であるため、下水熱活用技術で

ある「ヒートライナー工法」の市場導入が期待できる。また、ヒートライナー工法の施工

時に用いる「光硬化工法」は、寒冷地での施工に有利であるため管路更生の市場を新規に

開拓する点においても有利であり、光硬化工法単体でも管路更生の需要を取り込むことが

可能である。これより、モンゴル国は、検討のターゲットとして期待できる条件を有して

いる。 
モンゴル国への展開の課題は、日本から比較的に近距離であるが、施工材料の輸送や品

質維持に関する対応、通訳や技術指導の問題、モンゴル国としての将来性、ビジネスとし

ての収益性等であり、様々な角度から調査を行いビジネスとして展開できる可能性を有し

ているかどうかの検討が必要である。 
当該提案は、施工材料及び施工機材の調達、製造は日本で行い、施工、販売は現地代理

店が行うビジネスモデルである。新たな海外進出のために営業所や工場等を設置すると多

額の初期投資が必要になるが、本ビジネスモデルでは、それら経費面でのリスクを抑える

ことができる。 
一方、材料と機材の輸送費用が工事費用に上乗せされるため、既存技術と費用面で対抗

できるかどうかがビジネス化に向けた課題となる。更に、コロナウイルスによる感染症や

ウクライナ戦争等の制約により、輸送ルートを確保できるかどうかがリスクとして顕著に

なってきている。 
これまでの調査を通じて、提案技術の導入に関する法制度面での問題は無いものと考え

られるが、ビジネス面や政治経済面での課題・リスクについて整理し、対応策を検討する

必要がある。現段階で有効策がない以上はビジネスとして厳しいと判断している。 
 

２ 市場分析 
（１）市場の定義・規模 
下水道管路の更生技術の提供事業においては、ウランバートル市内の主要な管路の維持

管理を行う USUG が最大のターゲットであるが、USUG が管理する主要な管路までの下水

道管を管理する OSNAAUG も重要なターゲットとして考えられる。 
OSNAAUG が管理している管路は、セントラルヒーティング管、給湯管、上水道管及び

下水道管で、下水道管について見ると、管径はφ10～200mm で、Φ100mm が最も多く約

116km、次いでΦ50mm が 23km、Φ150mm が 3.3km の順で全体の 98％を占める。 
布設年度を見ると、最も古い管路は 1942 年に整備された 80m（0.1％）で、既に 80 年以

上経過している。整備後 30 年以上経過した管路の割合を見ると、84km（58％）と全体の

6 割を占め、50 年以上では 24km（17%）と USUG が管理している管路よりも老朽化が進

行している可能性が高い。 
施設管理は USUG と同様に事後保全であり、健全率予測式から推定すると、2023 年度現

在で約 30%の管路施設が措置要の状態であり、そのうちの約 6%が速やかな措置が必要な

状態である。 
OSNAAUG が管理する管路は建物の近くの開削工事が難しい位置に埋設されていること

も多く、導入技術は OSNAAUG にも有効な技術であり、老朽管対策としても必要な技術だ

と考えられる。 
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表 17 経過年数別管路延長一覧表 

経過年数 施工年度 延長(m) 延長割合 

50 年以上 1973年以前 57,280 21.0% 

40 年以上 50 年未満 1974～1983年 12,894 4.7% 

30 年以上 40 年未満 1984～1993年 74,109 27.1% 

20 年以上 30 年未満 1994～2003年 5,139 1.9% 

10 年以上 20 年未満 2004～2013年 26,969 9.9% 

10 年未満 2014年以降 96,719 35.4% 

合計 273,110 100.0% 

 
緊急度Ⅰ：速やかに措置が必要である、緊急度Ⅱ：簡易な対応により必要な措置を 5年未満まで延長できる 

緊急度Ⅲ：簡易な対応により必要な措置を 5年以上に延長できる、劣化なし：特別な措置を講じる必要がない 

 

図 9 OSNAAUG が管理する管路施設の健全率の推移 
 

管路更生に付随する下水熱の提供事業においては、大規模施設（ショッピングモール、

工場、学校、住宅等）を抱える民間企業がターゲットとして考えられる。暖房の熱源とし

ての経済性はセントラルヒーティングに遠く及ばないが、再生エネルギーの利用促進に取

り組んでいる企業として PR することができ、イメージアップ戦略の一助となる。 
モンゴル皮革製品協会にヒアリングした結果、現在ウランバートル市内にある皮革の加

工工場をエルデネットに移転させる計画があり、工場移転後は市内の跡地に住宅や学校等

を建設して再開発を行う予定であるため、その際、跡地の老朽化した下水道の更生に本技

術を利用したいとの要望を受けた。 
また、ウランバートル市では、複合施設や集合住宅など大規模な建設工事を行う際、デ

ベロッパが開発敷地内の下水道を整備し、その後の維持管理も一定期間行う必要がある。

ウランバートル市では都市の再開発や周縁部への拡張が進んでおり、このようなデベロッ

パも顧客として有望であると考えられる。 
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（２）競合分析・比較優位性 
ウランバートル市における下水道の老朽化対策は、壊れたら直すといった事後保全が基

本であり、従来どおりの道路を掘削する開削工法で対応している。上水道ではオーストリ

アの企業から導入した更生工法による改築工事が行われており、現時点では、その技術を

下水道にも適用するといった動きは確認されていないが、競合する可能性のある企業とし

ては第一に考えられる。 
上水道で導入している技術は、圧縮空気を送り込んで熱で硬化させる技術であり、光

（紫外線）を照射して硬化させる提案工法との大きな違いである。光硬化の特徴として

は、熱硬化よりも硬化時間を短縮できる、硬化に必要なエネルギーが小さく CO2 発生量を

削減できる、施工後の硬化収縮が小さい、浸入水があっても施工可能であるといったメリ

ットが多数ある一方で、熱硬化樹脂の保存期間が 1 年であるのに対して光硬化樹脂の保存

期間は 3 ヶ月と短く、長距離輸送で材料を運ぶ必要がある本ビジネスにおいては大きなデ

メリットとなる。 
 
 

３ バリューチェーン 
（１）製品・サービス 

第２の２ 提案製品・技術の概要を参照のこと。 
 

（２）バリューチェーン 
本ビジネス展開のバリューチェーンを以下に示す。 
 

 
図 10 バリューチェーン図 

 

 
  

（出荷）

東亜Ｇ

（施工指導）

（接続備品）

リグドロップ
（東亜G子会社）

ＴＭＳ工業
（東亜G子会社）

（施工指導）

（更生材料）

国内 Jメーカー

（採熱管）

ウランバートル市

Mon-Energy
Corporation LLC

（提携会社）

調達 製造・出荷 施工 販売

国内 Hメーカー
（部品納入）

（部品納入）
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４ 進出形態とパートナー候補 
（１）進出形態 
当該提案工法に用いる施工材料及び施工器具の製造は日本で行い、東亜グラウト工業は

輸出と施工の指導を行う。新たに海外進出して営業所等を設置する場合、多くの経費が発

生してしまうためリスクが高いもの考えられることから、現地の提携企業が販売及び施工

を行うビジネスモデルを想定しており、現地の企業との連携が重要である。 
 

（２）パートナー候補 
東亜グラウト工業のビジネス展開においては、現地企業と代理店契約を結び、ODA 事業

等を通じて現地の技術者へ技術移転を行い、現地技術者自身で当該管路更生工事を実施で

きるようにする。東亜グラウト工業は、機材販売及び技術指導を行う計画である。（図 11
参照） 

パートナー候補としては、第 1 回・第 2 回の調査でヒアリングした Mon-Energy の他

に、第 3 回目の調査で訪問した NCD とドリームサニタリーも有望なパートナー候補であ

ると考えられる。 
NCD は、大規模集合住宅等を手がける大手デベロッパで、工事の基準やマニュアルを作

成して施工管理を行い、下請会社が施工を行う。NCD は、自分達のプロジェクトで下水道

の布設工事は行うが、市の新設工事を請け負うことはない。NCD では、プラスチック管の

外側をスチール管で防護し、スチール管やマンホールが腐食しないようにコーディング材

を塗布するといった対策を実施しており、技術力と品質の高さが伺える。工事後の管路は

OSNAAUG が管理することになるが、施工後 3 年以内に問題が発生した場合は NCD で補

修等の対応を行う。 
ドリームサニタリーは、主に下水道の新設工事を行う施工会社で、ウランバートル市が

発注した工事を建設会社が受注し、その下請けとして下水道工事を担当する。ドリームサ

ニタリーがΦ150～200mm の開削工事を行う場合、1 日 8～9 時間で 30～40m の施工が可能

である。1 日の労務単価は約 10 万 MNT で、機械のレンタル代は約 150 万 MNT である。

施工後の管理は OSNAAUG が行うが、施工後に問題があれば補修等の対応はドリームサニ

タリーで行う。上記に計画を立てたがビジネスとして厳しいと判断している。 
 

 
図 11 ビジネス展開計画  

★弊社にて材料を出荷し、施工に関する技術指導及び機材リース等を担当する。

【モンゴル：協力企業】 【日本】

【モンゴル：顧客】

★下水道管路だけでなく他分野（熱水供給、工場排水、農業用水）の管路更生
　 及び熱回収事業も想定している。

：人、物（サービス）の流れ

：お金等の流れ

 　　【民間機関】
 　　事務所、工場、
 　　商店街、住宅、他

現地施工会社
（Mon-Energy

Corporation LLC）

現地代理店
（Mon-Energy
Consult LLC）

東亜グラウト工業、
東亜グラウト工業子会社

　　　　　【公共機関】
　　　　　ウランバートル市上下水道公社、
　　　　　エネルギー省、地域熱供給公社、他
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５ 収支計画 
案件化調査の後、普及・実証・ビジネス化事業、ODA 事業調査等を経て、本格進出する

際の 5 年分の収支計画を表 18 に示す。 
事業化スケジュールは概ね以下を想定している。 

・調査・実証（JICA 案件化、普及実証）： 2022 年 7 月～2026 年 7 月 
・資金調達：     2027 年 1 月～ 
・投資ライセンス等の取得：   2027 年 1 月～ 
・用地確保・現地拠点の建屋等の取得：  2027 年 1 月～ 
・準備事業開始：    2027 年 1 月～ 
 
収支計画を検討する際のビジネスモデルとして、日本での生産拠点である愛知県工場で

材料の製造を行い、現地に海運・陸運輸送を行い、施工の指導を行う体制を想定し、採算

性を検討した。 
ここで、JICA への中間報告では、ウランバートル市の極寒の環境では必要とする熱量が

高いこと、現地調査で判明した下水の熱量が小さいことから、提案する「下水熱利用技

術」は市内を網羅する高温水を利用するセントラルヒーティング技術に比べて優位性がな

く、実現が厳しいことを報告した。 
そのため、「管路更生技術」を主として、下水熱利用技術は併用しない方針へ変更し

た。ここで、日本では老朽化した管路の耐荷力を考慮しない自立管での設計が主流である

が、ウランバートル市では、自立管としての強度を求めないため、日本で設計するより管

厚を薄くしたウランバートル市仕様にすることでコストダウンを図ることが可能である。 
しかし、ウランバートル市における施工単価の調査結果と日本のある都市での直接工事

費を用いて比較したところ、材料の輸送費を含めずともウランバートル市で主流である開

削工法と比べて、提案工法は大きく経済性に劣ることを確認した。 
輸送費では、材料や施工に必要な施工車の輸送費用を船便と航空便で検討を行った結

果、航空便の方が割高となることが判った。なお、輸送する手段が極めて少ないうえ、輸

送に時間がかかることも大きな課題であり、割安の船便で輸送した場合でも、ウランバー

トル市は内陸に位置することから陸運（列車を用いて搬する）が必要であり、資材詰め替

えに要する費用・期間も必要である。更に、提案する技術の製品保証期間は、日本国内で

は十分と言える 3 ヶ月間であるが、輸送に 1 ヶ月～1.5 ヶ月を要するため、現地での施工期

間が短くなることもビジネス展開上、大きな課題である。 
そのため、現地生産（現地に工場を建設し、材料を生産）についても検討したが、現在

のウランバール市における管路更生の総量を勘案すると、需要と供給がマッチせず採算性

が非常に厳しいことがわかった。また、工場の運用管理では、室内温度を保つ必要がある

ことや、製造人員の教育や機械メンテナンスを含めて総合的に考える必要がある。ただ

し、寒暖差が大きいモンゴルの気候において、数ある管更生工法の中では光硬化工法が最

も有効である。 
以上のとおり、当該提案である光硬化による管路更生及び下水熱利用のビジネス展開

は、既存技術に対する優位性や採算性が厳しいことから実現困難という結論に至ったが、

モンゴル側から考えても想定している費用よりも高い材料を採用することは、予算内でイ

ンフラを維持するという観点から相応しくないと言える。そのため、老朽管に行う管路更

生の前段階にこそ、予算を配分すべきと考える。 
例えば、ウランバートル市の下水道管路の状況は、日本で用いられる劣化予測式（ワイ

ブル分布近似式）による推定では、2073 年に最も危険な緊急度Ⅰが 56.7％にまで上昇する

が、管を洗浄することで管路の長寿命化を図り、緊急度Ⅰに至るまでの期間の延伸を目指

すことも手段の一つとして考えられる。または、効率よく低予算で漏水を検知する技術に

予算を配分することも有効と考えられる。これらの技術を以下に紹介する。 
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（１）アイスピグ管内洗浄工法 
本技術は、「氷（シャーベット）」を用いて管内を洗浄する技術である。管内洗浄の多

くは、スポンジ状のピグを用いた洗浄や、水圧による洗浄、薬剤による洗浄、ワイヤーブ

ラシ等が一般的である。これらの工法は、管内に付着する夾雑物を除去するのに効果的で

あるが、排出する能力を持ち合わせていない。本技術は、あらゆる管の中を綺麗に洗浄す

ることができるとともに、これら管内に存在する夾雑物を抱え込み管外へ排出することが

できる唯一の技術である。 
本技術によって、管内での良好な環境を保つことができるため、管路としての健全度を

維持するためインフラとして延命することができる。 
 
（２）アステラ 
本技術は、上空の「人工衛星」を活用して漏水を調査する技術である。漏水調査の多く

は、聴診棒を用いて調査員が直接音を感知して漏水検知することが一般的である。人工衛

星から取得した観測データを一度に解析することで、撮影した全域の漏水調査を行う対象

区域を抽出できる技術である。これにより、漏水可能性の高い配管部のみに漏水調査対象

を絞り込むことができるため、現地での調査に関わる費用と時間を大幅に効率化できる技

術である。 
本技術によって、地下漏水を早期発見することとなるため、地盤沈下、道路陥没などの

事故を事前に防止することができる。 
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表 18 収支計画 
<単位:円>

備考

39,710,000 50,960,000 60,060,000 79,420,000 99,770,000

Φ 250 20,250,000 ＠ 45000 x50m x 9件 31,500,000 ＠ 45000 x50m x 14件 36,000,000 ＠ 45000 x50m x 16件 40,500,000 ＠ 45000 x50m x 18件 56,250,000 ＠ 45000 x50m x 25件 海外向け単価を想定

Φ 500 9,200,000 ＠ 92000 x50m x 2件 9,200,000 ＠ 92000 x50m x 2件 13,800,000 ＠ 92000 x50m x 3件 18,400,000 ＠ 92000 x50m x 4件 23,000,000 ＠ 92000 x50m x 5件 海外向け単価を想定

Φ 800 10,260,000 ＠ 171000 x60m x 1件 10,260,000 ＠ 171000 x60m x 1件 10,260,000 ＠ 171000 x60m x 1件 20,520,000 ＠ 171000 x60m x 2件 20,520,000 ＠ 171000 x60m x 2件 海外向け単価を想定

29,991,000 38,766,000 45,396,000 59,982,000 75,387,000

Φ 250 15,795,000 ＠ 35100 x50m x 9件 24,570,000 ＠ 35100 x50m x 14件 28,080,000 ＠ 35100 x50m x 16件 31,590,000 ＠ 35100 x50m x 18件 43,875,000 ＠ 35100 x50m x 25件 海外向け単価を想定

Φ 500 6,240,000 ＠ 62400 x50m x 2件 6,240,000 ＠ 62400 x50m x 2件 9,360,000 ＠ 62400 x50m x 3件 12,480,000 ＠ 62400 x50m x 4件 15,600,000 ＠ 62400 x50m x 5件 海外向け単価を想定

Φ 800 7,956,000 ＠ 132600 x60m x 1件 7,956,000 ＠ 132600 x60m x 1件 7,956,000 ＠ 132600 x60m x 1件 15,912,000 ＠ 132600 x60m x 2件 15,912,000 ＠ 132600 x60m x 2件 海外向け単価を想定

9,719,000 12,194,000 14,664,000 19,438,000 24,383,000

販売費及び

一般管理費
3,700,000 4,100,000 5,500,000 5,500,000 7,500,000

（うち人件費） 600,000 ＠ 10000 x30日 x 2人工 800,000 ＠ 10000 x40日 x 2人工 1,500,000 ＠ 10000 x50日 x 3人工 1,500,000 ＠ 10000 x50日 x 3人工 2,500,000 ＠ 10000 x50日 x 5人工

（ うちそ の他

経 費 ）
3,100,000 3,300,000 4,000,000 4,000,000 5,000,000 人件費×100%、運送250万

6,019,000 8,094,000 9,164,000 13,938,000 16,883,000

営 業 外 収益 0 0 0 0 0

営 業 外 費用 0 0 0 0 0

6,019,000 8,094,000 9,164,000 13,938,000 16,883,000

出 資 金 残高 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000 25,000,000 自社資金

借 入 金 残高 0 0 0 0 0 銀行借入金無し

＊参考欄に、資金調達（借入等）について、現時点での範囲で記載ください。またその場合、自社資金、銀行借り入れ等も明記ください。

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

試算根拠 試算根拠 試算根拠 試算根拠 試算根拠

売 上

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

参考

＜ 備 考 ＞

＊必要に応じて、事業計画書を加工していただいても構いません。単位の表示も含め変更していただいても構いません。
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６ 想定される課題・リスクと対応策 
（１）法制度面にかかる課題/リスクと対応策 
管路の更生工法について、下水道ではモンゴルでの導入事例はないが、上水道では既に

導入済の技術であり、本工法の適用や廃材処理等、一連の作業に係る法制度面の問題はな

いものと考える。 
下水熱利用については、新しい技術のため導入には認証をもらう必要があるが、手続き

は大変ではないとの調査結果もあり、提案工法の導入に際して法制度面での大きな障害は

ないものと考えられる。 
 

（２）ビジネス面にかかる課題/リスクと対応策 
本ビジネスモデルでは、施工を現地企業に依頼することから、連携する企業の技術力 

向上が課題でありリスクである。上水道の管路更生では、USUG のエンジニアがオースト

リアでトレーニングを受けて技術を習得しているが、本対応策としても、連携企業のエン

ジニアを日本に滞在させて十分なトレーニングを行い、試験に合格したエンジニアがモン

ゴルに戻って施工を担当できるような制度を採用する。また、モンゴル国内のエンジニア

の技術力が整うまでは、日本からエンジニアを派遣して継続教育を実施する等の対策が必

要である。 
 
（３）政治・経済面にかかる課題・リスクと対応策 
政治面の影響として、以前はロシア経由での資機材の輸送も可能であったが、現在はウ

クライナ戦争の影響で中国経由の輸送ルートのみとなっている。モンゴルは内陸国であ

り、第 3 国を経由しての陸送でしか輸送ルートを確保できないことから、ビジネス化にあ

たっては大きなリスクとなる。一回の輸送で大量の資機材を輸送できればよいが、材料の

保存期間が 3 ヶ月であり、在庫を抱えることができないこともリスクである。コロナウイ

ルスに代表される感染症も輸送に大きな影響を与えるリスクであるが、輸送手段について

は、現状有効な対応策はない。 
 
（４）その他課題/リスクと対応策 

本ビジネスモデルの鍵は、既存技術（開削工法）と費用面で対抗できるかどうかにあ

る。材料と機材を日本より輸送する本ビジネスモデルにおいて、輸送費が材料費に上乗せ

される費用面でのマイナスをカバーする必要があるが、安定した輸送ルートが確保できな

い状況において、輸送費の削減は難しいものと考えられる。 
一方で、ヒアリングによりモンゴルには管の強度に対する基準がないことから、既設管

の強度を期待しない自立管として更生を行う必要はなく、既存管の強度も見込んで更生管

の管厚を薄くし、材料費を下げることが可能である。 
また、当該提案は光硬化による更生工法のため、特に寒冷地においては熱硬化よりも硬

化時間が短く施工時間の短縮が図れるため、布設費の削減が可能である。ただし、熱硬化

の材料の保存期間が 1 年間であるのに対し、光硬化の材料の保存期間が 3 ヶ月間と短く、

更に日本からウランバートル市までの材料の輸送に 1 ヶ月程度かかることも課題である。 
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以上の調査結果を踏まえると、ウランバートル市の気候では得られる下水熱量が低いこ

と、費用面で従来工法に太刀打ちできないこと、安定した輸送ルートを確保できないこと

等から、モンゴル国を対象とした下水熱利用の海外展開の実現性は厳しいものと判断せざ

るを得ない状況である。 
 
 
７ ビジネス展開を通じて期待される開発効果 
本ビジネス展開は、現地企業と代理店契約を結び、非開削光硬化による管路の更生工法

及び下水熱利用のための機材販売・技術指導を想定している。更生工法が広がることによ

る効果としては、現地技術者の技能の向上と開削工法による工事の課題（工期、交通規制

等）の解決が期待できる。下水熱利用も併用すれば、同時に石炭火力発電による暖房、給

湯に係る CO2 排出量の削減も可能であるが、価格的にはセントラルヒーティングに及ばな

いことから、大きな効果は期待できないものと考えられる。 
 
 
８ 日本国内地元経済・地域活性化への貢献 
（１）関連企業・産業への貢献 

本ビジネスモデルでは、日本より資機材を輸送することから、現地代理店に販売する機

材の出荷量の増加に伴い、国内製造部門及び流通部門の売上・利益の増加につながる。一

方、下水熱の利用については、モンゴル国の極低温環境では下水熱採熱の効率性が悪く適

用が難しいこと、セントラルヒーティングシステムが整備されていること、更には電気料

金が政策的に非常に低く設定されておりヒートポンプを導入することによる電気料金削減

の恩恵が少ないことなどから、寒冷地域の新規市場開拓は、再検討が必要である。 
 
（２）その他関連機関への貢献 

当該提案工法は、モンゴル国での活動実績が豊富な横浜市国際局、海外環境協力センタ

ー等が関心を示している。横浜市国際局は、ADB との共催でウランバートル市にてスマー

トシティ関連のワークショップを開いており、東亜グラウト工業のビジネス展開とも連携

して、モンゴル国の開発課題の解決に協力するものとしている。海外環境協力センター

は、モンゴル国での JCM 関連事業の経験が豊富で、当該提案工法の下水熱利用をビルの暖

房に使う事業提案を打診して来ている。モンゴル国での適用によっては、これらの機関と

連携・協力しながら、当該ビジネス展開を検討する必要があるが、今回の調査により、モ

ンゴル国での下水熱の利用は採算性が低く困難だという結論が得られたことから、ビジネ

スモデルとしては、再検討が必要である。 
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要約（英文） 

Ⅰ.Outline 

1. Project name 

SDGs Business Model Formulation Survey with the Private 

Sector for Realizing Simultaneously both Non-open-cut 

Sewer Pipe Rehabilitation by Light Curing Method and 

Effective Use of Sewage Heat Energy in Mongolia 

2. Country, Region Ulaanbaatar, Mongolia 

3. Project outline 

In order to solve the problem of old sewer pipes 

faced by Ulaanbaatar City Water and Sewerage 

Corporation (USUG), Toa Grout Kogyo's light curing 

pipe rehabilitation method will be used to 

develop the business. This is a feasibility study 

aimed at further development. This construction 

method is cheaper, has a shorter construction 

period, and has fewer traffic restrictions than 

conventional construction methods. It can be a 

sustainable business as it is expected to 

generate income from the sewage heat supply 

business. 

4. Technical 

outline of 

proposed method 

and products 

With this technology, rehabilitation material is drawn 

into the existing sewer pipe through a manhole, expanded 

in diameter by air pressure, brought into close contact 

with the inner surface of the pipe, and irradiated with 

light to harden and rehabilitate the pipe. It is cheaper 

and takes a shorter construction period than the open-

cut method, and it emits less CO2 than the thermal 

method. Sewage heat can also be extracted and used for 

hot water supply, air conditioning, etc. 

5. Business Model 

Conclude an agency contract with a local partner company, 

then transfer technology to local engineers, and enable 

them to carry out the pipeline rehabilitation work 

themselves. In the future, expansion to other countries 

/ regions will be considered based on Mongolia's success 

story. 

6. Contributing to 

target 

countries/regio

ns through the 

Target of SDGs: 6. Clean water and sanitation, 7. 

Affordable and clean energy,9. Industry innovation and 

infrastructure, 11. Sustainable cities and communities 

Using this technology, it is possible to carry out 
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business 

development 

sewerage pipeline rehabilitation work at a lower cost, 

in a shorter period of time, and with lower carbon 

emissions than conventional open-cut construction, and 

because road regulations can be minimized due to the 

non-open-cut construction. This will be very beneficial 

to the USUG. When business development progresses 

smoothly, it will contribute to promoting local 

employment and improving technical capabilities. 

Furthermore, by utilizing sewage heat, which is a 

renewable energy source, it can make effective use of 

unused energy, reduce coal-fired power generation, and 

contribute to reducing CO2 emissions into the 

atmosphere. 

7. Survey outline  

1. Purpose 

Investigate and consider whether the light curing pipe 

rehabilitation method can be used, and explore future 

business development. 

2. Survey contents 

- Investigation of the maintenance status of sewer pipe 

by USUG 

- Related market research 

- Investigation of the possibility of utilizing sewage 

heat 

- Selection of pilot sites 

- Selection of local subcontractors 

- Holding seminars to disseminate the features and 

effectiveness of proposed products, etc. 

3. Implementation 

Structure 

Main Company: Toa Grout Kogyo Co. Ltd. 

Support: PASCO Corp., ALMEC Corp., National University of 

Mongolia、Prof. Adiyabat Amarbayar 

4. Duration August, 2022 to December, 2023 

 
Ⅱ Survey Result 

1. Investigation of the maintenance status of sewer pipe by USUG 

- About 1,000km of sewer pipe had been implemented in the city of 

Ulaanbaatar. 

- USUG manages the 273km of sewer pipe (as of Sept., 2022) which is the 

main route of sewer pipe network. 

- Oldest sewer pipes (42km) had been implemented in 1963 (over 60 years). 

- Pipes that have been installed for more than 30 years account for 144km. 
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- The pipes connecting the city center and the treatment plant require 

urgent measures to prevent deterioration. 

- Pipelines are buried at a depth of 3m or more to prevent freezing and 

this makes huge effect to the traffic with open-cut method 

rehabilitation. 

- Necessary to introduce non-open-cut methods. 

 
図 12 Sewer pipe extension by year 

 

図 13 Sewer pipe extension in Ulaanbaatar 
 

2. Market Research 

(1) Sewage heat utilization 
- Competitor: Central Heating System (Hot water) is already 

utilized. 

- The amount of heat that can be recovered from sewage is lower than 

the case of Japan. 

- Outside air during the winter ranging from -15 to -35 degrees 

Celsius and it makes hard situation to utilize the sewer heat. 

(2) Non-open-cut pipe rehabilitation 
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- Competitor: NordiTube Technologies (Austria). Non-open-cut 

rehabilitation (heat curing method). Currently only for water 

system. 

- For sewer pipe rehabilitation, non-open-cut method is not 

introduced at this moment. 

 

(3) Sewage heat energy research and analysis 
Survey the temperature of sewer around the National University of 

Mongolia and analyze the amount of exchanged heat. 

 

図 14 Sewer temperature survey 
Analyzed the required heat quantity, exchanged heat and required power 

of heat pump from this survey and weather status of Ulaanbaatar. The 

result of this analysis is following; 

Required Heat quantity: 822W/m2 

Exchanged Heat: 1.5kW 

Required power of Heat pump: 41.9kW 

 

(4) Research the possible local constructor 
Held the technical seminar of these technologies. USUG and local 

constructor were especially interested in Non-open-cut pipe 

rehabilitation. 
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図 15 Technical Seminar 
 

(5) Risk Research 
1) Legal system 

Non-open-cut rehabilitation method has been already implemented and no 

legal problem are reported. Therefore risk of legal system are 

considered as low. 

2) Business risk 

Considering business model requires the reinforcement of the ability 

of local constructors. USUG sent the trainees to the Austria to learn 

the technologies and same process should be done for the engineers of 

local constructor. This requires time and cost, but it is unclear 

whether the return is worth it. 

3) Transportation / stock risk 

Mongolia is an inland country and the way of transportation route is 

limited to via China because of the war of Ukraine and Russia. In 

addition, the storage period of the material is 3 month and 

transportation takes a month. These means that the life of material is 

only 2 months and it is not a good idea to transport a large amount of 

material in one transportation. Therefore it is very hard to keep the 

stock of material. 

 

Ⅲ Conclusion 

(1) Business model 
Materials and equipment will be procured, manufactured, and shipped in 

Japan. Construction and sales will be handled by local agents. Toa 

Grout Kogyo will train the engineers of local agents in Japan, also 

manage and control the construction work in the field (at first). 
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(2) Sewage heat utilization 
In Ulaanbaatar City, the central heating network has been expanded, 

and usage fees are set low by government policy. For this reason, it 

can be said that there is almost no demand for sewage heat, especially 

in the private market. 

(3) Non-open-cut Pipe rehabilitation 
Business market is surely available and considered that marked in 

going to expand in near future. However, at this moment, the following 

issues/risks exist and need to be resolved. 

- Transportation cost, duration and route 

- Unexpected disasters like infection, war, and so on 

- Exchange rate 

- Lifetime of material 

(4) Business prospects 
At this moment, it is hard to expand the business in Mongolia as many 

risks and issues. However, the market is surly available, and light 

curing method for pipe rehabilitation is the best solution for social 

and natural environment in Mongolia. 
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案件概要図（英文） 
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